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第1章 序論 

 

1.1 電力システム改革 

我が国では，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による福島第一原子力

発電所の事故や，その後の計画停電などの電力需給の逼迫を経験して以降，従

来のように各エリア単位で一般電気事業者が垂直統合型で行っている電気事業

を将来的に継続できるかに対して疑念が生じた．そこで，「電力の安定供給を確

保すること」，「電気料金を最大限抑制すること」，「需要家の選択肢や事業者の

事業機会を拡大すること」の３つを目的とし，その目的の達成のために以下の

３段階で電力システム改革を実施することが 2013 年 4 月 2 日に閣議決定され，

国会にて関連法案が成立した[1],[2]． 

【電力システム改革のステップ】 

第 1 段階：広域系統運用の拡大 (2015 年度に施行) 

第 2 段階：電力小売及び発電の全面自由化 (2016 年度に施行) 

第 3 段階：法的分離の方式による送配電部門の中立性の一層の確保 

      (2020 年度に施行予定) 

  

電力システム改革では，これまで上述の第 2 段階まで進められており，2016

年 4 月には家庭などの低圧部門を含めた電力小売が全面自由化されたことによ

り，様々なプレーヤーが家庭向けの電力小売事業へ参入した．電力小売事業者

は平成 28 年 11 月現在で 300 社以上が登録しており，その内，一般家庭に対し

て電力小売を開始している事業者は約 100 社程度である[3]．ただし電力小売事業

者として登録している事業者の事業規模は，旧一般電気事業者や旧特定規模電
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気事業者に加えて，地域に根ざしたいわゆる地域新電力の規模まで各社各様で

ある． 

2016 年 9 月末時点において，低圧部門の旧一般電気事業者から新規参入した

小売電気事業者へ切り替えたスイッチング件数は 188 万件であり，全世帯の 3%

程度である[4]．したがって，新電力事業者の供給対象件数は単純平均でも 1 事業

者あたり 1 万件程度であり，大半の新規参入小売事業者は数百～数万件単位の

規模で日々電力需給管理を行っている．大手の旧特定規模電気事業者の中には

数十万件規模で事業を行っている場合もあるが，それでも旧一般電気事業者よ

りもかなり小さな規模で事業を行っており，供給対象需要家の日々の電力需要

変動が旧一般電気事業者よりも大きいことが予想される． 

 

1.2 電力小売事業者に求められる需給管理 

2016 年 4 月の電力小売全面自由化後は，これまでの 30 分実同時同量制度から

30 分計画値同時同量制度へ移行し，電力小売事業者は図 1-1 に示すように電力

需給計画の様々な時間軸に応じて，各種計画を広域的電力系統運用推進機関へ

提出する必要がある[5]． 

長期的な計画では，年間計画（翌年から 2 ヵ年分）や月間計画（翌々月から 2

ヵ月分）の提出を求められ，各月および週単位での電力需要を想定し，自身の

電源調達や販売に関する計画を提出する必要がある．また，供給対象の各世帯

との料金計算は月単位で実施されるため，供給対象世帯にどのような月別電力

需要の世帯がどの程度存在しているかを予測することは，自身の料金体系やサ

ービス内容等を検討するために必要である． 

日々の電力需給計画では，需給対象日の前日 12 時までに翌日計画を提出する．

翌日計画においては，発電事業者などからの調達量と供給対象世帯への販売電
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力量をバランスさせる必要があり，調達電力量が不足または余剰となる場合に

は，前日 10 時に開場される電力取引市場（スポット市場）にて取引を行う．そ

の後，実需給の 1 時間前の最終計画を提出するゲートクローズ時刻までに，気

象条件の変化や電力需要の変動に基づいて必要に応じて計画の修正や時間前市

場での取引を行うことができる． 

最終的な計画値と実需給との間にギャップが生じた場合には，その量に応じ

てインバランス料金が徴収される．2016 年 8 月における東京エリアのインバラ

ンス単価（速報値）の平日昼間の平均値は 14.3 円/kWh であり，最も高い時は

23.8 円/kWh を記録した[6]．新規参入事業者は，同時同量を達成することはもち

ろんのこと，そのような高額なインバランス料金を回避するためにも，精度の

高い電力需要予測を行うことが求められる． 

 

 

図 1-1 計画値同時同量制度で求められる計画 

 

1.3 新規参入電力小売事業者の需給計画の課題 

前述のように，新規参入電力小売事業者は，効率的に計画値同時同量制度を

達成するために，様々な期間（月間，週間，翌日）における電力需要予測を行

い，需給計画を提出することが求められている．また，計画値に対して実需給

を一致させてインバランス料金を回避することも求められる． 

年間計画 最終計画週間計画月間計画 翌日計画

スポット市場 1時間前市場

需給計画の流れ

主に事業計画向けの計画
送配電事業者が
供給責任を担保

実需給

主に実需給向けの計画

ゲートクローズ(GC）
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新規参入電力小売事業者は，旧一般電気事業者と比較して事業規模が小さく，

高額な設備投資ができないため十分な電源を確保する余裕はない．例えば，電

力需要が急激に増加した場合に電源を焚き増して不足インバランスを解消する

と言った需給調整を行うことは難しい．そのため，計画値の段階でなるべく精

度良く電力需要を予測しておく必要があるが，電力需要予測の検討を行うにあ

たり以下のような課題がある． 

 

(1) 家庭の電力需要データに関する課題 

新規参入事業者が需要の予測について検討を行おうとしても，家庭部門はこ

れまで自由化の対象ではなかったため，必要な情報が十分に公開されていない．

例えば文献[7]では，全国約 8,000 世帯を対象としたアンケートによる年間の用途

別エネルギー消費量の傾向を調査しているが，寒冷地／非寒冷地別・住宅種別

で月別のエネルギー消費量の変動の分析に留まっており，時間帯別の変動を把

握することはできない．また，文献[8],[9]では，各地域における数世帯～10 世帯

程度の代表世帯の月別，時間帯別の各用途の需要データを示しているが，世帯

数が限られているため，新規参入事業者が供給対象としている数百世帯以上の

合計電力需要の特性として扱うには，世帯が集約されることによる「ならし効

果」が十分に考慮されない可能性がある．さらに，文献[10],[11]では，原単位な

どにより月別の代表的な電力需要パターンが示されているが，平日／休日にお

ける電力需要パターンの差異については把握することができない．また，これ

らの電力需要パターンは１軒単位の電力需要を推定するための値であり，文献

[8],[9]と同様にならし効果が十分に考慮できていない可能性がある．加えて，文

献[7]～[11]では，普段と電力需要の傾向が異なると予想されるお盆や正月などの

特異日の電力需要パターンが定義されていない．このように，先行研究におけ
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る家庭の電力需要の特性評価や電力需要のデータベースは，新規参入事業者に

とって必ずしも有益な情報がそろっているとは言えない状況にある． 

 

(2) 月別電力需要予測に関する課題 

中長期の事業計画において活用する月別電力需要を予測する場合，将来の供

給対象世帯の世帯数や当該世帯の世帯属性を仮定して予測することが想定され

る．その際には，供給対象世帯の合計の電力需要を予測することに加え，料金

メニューの検討などのために，どのような月別電力需要の傾向を持った世帯が

どの程度存在するのかと言った情報も予測したいというニーズがある． 

文献[12]～[14]などの予測モデルにおいては，想定される供給対象世帯を世帯

属性別に分類し，各世帯属性別の代表的な月別電力需要を定義し，各世帯属性

別の世帯数を乗ずることで予測するモデルが提案されている．しかしながら，

これらの文献において用いている世帯属性（人数，構成，就労状況，等）や住

宅情報（住宅種別，床面積，使用機器，等）などの多量の情報について，供給

対象世帯との契約時等に漏れなく収集することは難しい．仮に将来的に多量の

世帯属性を入手できるようになったとしても，それらの情報を用いた計算を行

うために，新規参入事業者が高度なシステムを構築することは費用や運用面な

どから難しい．一方で，入手が容易な世帯属性のみを適用し，各世帯属性別の

平均値などの代表値に世帯数を乗じることで全体の電力需要を予測することも

考えられるが，世帯類型を細分化できないため，同じ類型の世帯であっても月

別電力需要の傾向が大きく異なる場合があることを考慮できない．このため，

どのような月別電力需要の傾向を持った世帯が集まりとして全体の電力需要が

構成されているかを予測することができない． 
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(3) 翌日電力需要予測に関する課題 

翌日電力需要予測は，前述の月別電力需要予測と異なり，現在の供給対象需

要家の直近の電力需要と，気象条件やカレンダー情報等との関係性などを利用

して予測を行うことが想定される[15]．これまで家庭向けの電力小売は自由化の

対象でなかったため，数百世帯～数万世帯規模を対象とした日々の需給運用に

用いるような翌日電力需要予測は検討の対象とはなっていなかった．2013 年の

閣議決定以降，電力小売全面自由化が現実的となってからは，電機メーカや情

報通信メーカなどを中心に，家庭を対象とした翌日電力需要予測の検討が行わ

れるようになった．翌日電力需要予測の傾向としては，近年の情報処理技術の

飛躍的な進歩に伴って，大量のエネルギーデータや世帯情報，気象等の関連デ

ータを統合的に解析し，多量の説明変数を用いた様々な学習方法によって電力

需要予測を行う手法が提案されている[16]～[18]．しかしながら，文献[16]～[18] に

記載されている手法では，予測の過程がブラックボックス化されるため，予測

根拠を把握することが難しく，急な電力需要の変化や，供給対象需要家の増減

などの事象が発生した際に，運用者が予測結果の正誤を判断したり，予測を補

正したりすることが難しく，運用面で支障が出ることも考えられる．実際に，

新規参入電力小売事業者においては，数千～数万件/月の単位で供給対象世帯数

が変化することがあり，供給対象需要家の変化に対して電力需要の予測結果を

補正することが求められる．また，新規参入電力小売事業者においては，文献[16]

～[18] に記載されているような高度な手法のシステムの運用を担う人材が不足

しているため，日々の電力需要予測等を直感的に理解しやすい簡易的な手法に

よって行いたいというニーズがある． 
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1.4 本論文の目的と構成 

本論文では，上記(1)～(3)の課題を解消するために，数百世帯以上規模の合計

需要に関する電力需要特性を示すとともに，新規参入電力小売事業者事業者が

家庭向けの電力事業を実施するにあたり，需給計画で特に必要となる３つの異

なる時間軸における予測（月別電力需要予測，翌日電力需要予測，当日リアル

タイムの全世帯合計需要予測）について，運用者が直観的・定性的に理解しや

すい簡易的な電力需要予測モデルを開発することを目的とする． 

このような目的に対し，本論文では，数百世帯以上の規模で収集した実測需

要データを用いて各種電力需要予測モデルの検討を行った．本論文の特徴とし

て大きく以下の 2 つが挙げられる． 

(1) 数百世帯規模の実測データを用いた 

これまで当該規模で実測された電力需要を用いて電力需要特性を分析し

て基礎的な情報を提供している文献はないため，当該規模の電力需要デー

タを持たない新規参入電力小売事業者にとっては有益な情報であると期

待される． 

(2) 簡易的な手法で電力需要を予測できるモデルを構築した 

電力システムに関する知見を有した者が，適切に電力需要データを分析し

て良い特徴量を把握することができれば，本論文で提案する簡易的な手法

であっても実運用に耐え得る予測精度で予測できることが期待される． 

なお，第 2 章以降の構成は以下の通りである． 

第 2 章では，本論文で用いた 2 つの電力需要データについて，計測状況など

の概要を述べる．また，2 つのデータについて，月別電力需要の傾向を比較し，

その特徴を述べる． 
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第 3 章では，数百世帯規模のデータを用いて，日別および時間帯別の電力需

要特性の評価結果を示す． 

第 4 章では，中長期の事業計画において活用することを想定した月別電力需

要予測モデルの検討結果について述べる． 

第 5 章では，計画値同時同量制度における翌日計画での活用を前提とした翌

日電力需要予測モデルの検討結果について述べる． 

第 6 章では，実需給において，当日リアルタイムに一部少数の代表世帯の電

力需要を計測し，その電力需要を用いてに全世帯の合計電力需要を予測するモ

デルについて述べる． 

第 7 章では，本論文のまとめと今後の課題を示す． 
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第2章 本研究で使用したデータ 

 

2.1 はじめに 

本章では，本論文で用いた①燃料電池(FC)世帯データと，②一般世帯データの

２つの電力需要データについてその概要を述べる．また，2 つのデータの月別電

力需要を比較し，本論文において主に用いた FC 世帯データの一般性を評価する． 

なお，本論文では，新規参入電力小売事業者の需要家規模（数百～数万世帯）

を想定して各種電力需要予測モデルの検討を行う．したがって，検討に用いる

電力需要データは，同規模で実測された電力需要データであることが求められ

る．また，汎用的なモデルの検討のために，北日本のような寒冷地や南日本の

ような温暖な地域ではなく，中日本のように標準的な地域で計測されたデータ

であることが望ましい． 

 

2.2 燃料電池（FC）世帯データ 

新規参入電力小売事業者が用いることを想定した翌日電力需要予測等の検討

では，数百世帯規模以上で計測された 30 分単位（1 日 48 コマ）の電力需要デー

タが必要である．そこで本論文では，JX エネルギー(以下，JXE)の燃料電池が設

置された世帯（以下，FC 世帯）の一部（734 世帯）において計測した電力需要

データを用いた[1]．FC 世帯データは，FC のパワーコンディショナで計測した世

帯の分電盤主幹の潮流と FC の発電電力の差分から算出した世帯の電力需要で，

30 分平均値（1 日 48 時間帯）である．データはパワーコンディショナから無線

通信によって JXE のサーバに蓄積される仕組みであるが，通信障害などにより
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データ通信が遮断する場合があり，また機器に異常が発生した場合には電力計

測が停止するため，データ欠損が生じる場合がある． 

図 2-1 に各日のデータが利用可能な世帯数を地域別に示す．計測期間は 2012

年 7 月 1 日～2013 年 9 月 30 日である．前述の理由から日によってデータが利用

可能な世帯数は異なり，2012 年 7 月 28 日は 328 世帯で最も少なく，2013 年 12

月 15 日は 561 世帯で最も多い．FC 世帯データの電力需要の特徴については，

第 3 章にて詳細に述べる．また，同図より，計測世帯は全国各地に点在してい

るが，約半数の世帯は関東，中部（北陸を除く），近畿の中日本に居住しており，

中日本地域と気候が似ている山陽，四国，北部九州に居住する世帯と合わせる

と全世帯の 85%程度を占めている．したがって，FC が設置されているという特

殊な条件ではあるが，大多数の世帯が中日本のような標準的な気候で計測され

たデータである． 

なお，FC 世帯では，電力需要の他にも給湯，風呂，温水式床暖房の熱需要に

ついても計測しているが，本研究では使用していない．地域単位でエネルギー

を供給する新規参入電力小売事業者は，地域熱供給事業を併せて行うことも考

えられるため，本データの熱需要を使用する事で有益な情報を提供できる可能

性がある．また，FC 世帯に対しては，居住人数，延床面積，床暖房の有無，太

陽光発電の有無，等の世帯情報についてアンケートを実施しているが，任意回

答のため回答率が低く，今回電力需要データを使用した全ての世帯からそれら

の情報を収集できていないため本研究では使用していない．アンケートを回収

できた 200 世帯程度の情報からその特性を推察すると，FC 世帯は，①敷地面積

の大きな世帯に住んでいる，②大半の世帯が温水式床暖房を設置している，③

半数程度の世帯は太陽光発電と FC を一緒に設置している，という傾向が見られ

た．一般に，燃料電池が設置される世帯は，機器の導入効果が期待できるよう，
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逆潮流できないという系統連系制約下でも稼働率高く運転できるような電力需

要の大きな世帯である．そのため上記のような世帯属性の傾向が見られたと考

えられる． 

 

 

図 2-1 各日の地域別計測世帯数 

 

2.3 一般世帯データ 

2.3.1 計測概要 

新規参入電力小売事業者が将来の中長期の事業計画などを検討する際に必要

となる月別電力需要予測の検討では，数百世帯規模以上で計測された月別電力

需要データが必要である．また，月別電力需要予測においては，新規参入電力

小売事業者が将来供給対象とする世帯群の世帯属性情報を基に予測することが

考えられるため，各世帯の属性情報（住居形態，世帯人数等）が取得できてい

ることが望ましい．そこで本論文では，JXE が関東圏 1 都 6 県（東京，神奈川，

埼玉，千葉，茨城，栃木，群馬）に居住する 1,720 世帯に対してアンケート調査

を行い，各種の世帯属性と，最大で過去 24 か月分（2 年間分）の月別電力需要

を収集したデータを用いた[2]．なお，月別電力需要は各家庭に設置された東京電
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力パワーグリッド株式会社の積算電力量計によって計測された検針値を用いて

いる． 

データの集計期間は 2013 年 2 月～2015 年 2 月である．図 2-2 に各月の計測世

帯数を示す．月によってデータが利用可能な世帯数は異なるものの，前述の通

り検針値を用いているため欠損数は少なく，概ね 1600 世帯以上のデータが利用

可能である． 

以下に，一般世帯データに関する基本情報として，各県に関する世帯人数別

の世帯数，月平均電力需要の特徴などを示す．世帯属性（住居形態，居住地域，

世帯人数，等）と電力需要との関係については，本論文の第 4 章において検討

している． 

 

 

図 2-2 各月の計測世帯数 

 

図 2-3 に各都県別計測世帯数を示す．今回の調査では，南関東（東京，神奈

川，埼玉，千葉）については戸建／集合それぞれ約 150 世帯から，北関東（茨

城，栃木，群馬）については戸建／集合に関係なくランダムに 150 世帯からア

ンケート結果を回収した．ただし，家庭に太陽光発電（PV）などの発電設備が
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設置されている場合には純粋な電力需要を把握することができないため，各都

県において PV 設置世帯は約 10～15 世帯／都・県に限定するように収集した． 

図 2-4 に各都県における世帯人数別世帯数を示す．今回の調査では，世帯人

数に制約を設けていないため，平成 22 年度の国勢調査[3]における関東圏の世帯

人数比率とは異なり，一人世帯が少ない傾向が見られる．その結果，国勢調査

では 7 都県別の平均世帯人数は東京都が最小の 2.0 人/世帯，茨城県が最大の 2.7

人/世帯であったのに対し，今回のデータ収集世帯では都県別平均世帯人数は 2.5

～2.8 人/世帯であり，国勢調査の世帯人数よりもやや多かった．なお，都県別の

平均世帯人数の傾向としては北関東の方が南関東と比較して平均世帯人数が多

い．これは国勢調査においても同様の傾向であった． 

 

 

図 2-3 各都県における計測世帯数 
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図 2-4 各都県における世帯人数別世帯数 
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で，各都県別に 50～70 世帯程度であった．中でも，オール電化住宅が 201 世帯

と最も多く，全世帯の約 1 割がオール電化住宅であった．文献[4]によれば，2013

年度時点では全世帯の約 1 割がオール電化世帯とされており，その値とほぼ一
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2.3.2 電力需要データの特徴 

図 2-5 に月平均電力需要の全世帯平均値の月別推移を示す．同図には各世帯
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75%～95%の範囲をそれぞれ示している．同図より，全世帯の平均電力需要につ

いて，冬期の電力需要の方が夏期の電力需要よりも 100 kWh/月程度大きい．ま
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中間期に対しての夏期と冬期における電力需要の増加は主に空調や給湯需要

によるところが大きい．文献[6]によると，2014 年の家庭部門用途別エネルギー

消費量の構成比のうち，電気をエネルギー源とする用途において，冷房用は 

4.1%，暖房用は 8.8%，給湯用は 8.1%を占めている．したがって，夏期よりも冬

期の方が空調や温水等の使用状況の変化によって電力需要は大きく影響を受け

ることが分かる．また，前述の通り，今回の対象世帯にはオール電化住宅を約 1

割含んでいるため，冬期の電力需要が極端に大きくなる世帯があり，冬期のひ

げの範囲が夏期と比較して大きく広がったと考えられる． 

 

 

図 2-5 月平均電力需要の全世帯平均値の月別推移 

 

2.4 月別電力需要の比較 

本論文では主に FC 世帯データを用いて検討を行っている．しかしながら，前

述の通り，一般に燃料電池が設置される世帯は電力需要の大きな世帯であり，

電力需要パターンが一般的な世帯と異なる可能性がある．そこで本節では，FC
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について検証する． 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

月
別

電
力

需
要

[
kW

h
/
月

]

全世帯平均



19 

 

図 2-6(a) に FC 世帯データと一般世帯データの月平均電力需要を，図 2-6(b)

に月平均電力需要を 1 年で電力需要が最も小さかった 5 月の電力需要で規格化

した比率を示す．なお，両データは計測期間が異なるため，同図では各データ

を計測年別に分けて示す．同図より，いずれの月においても FC 世帯の電力需要

は一般世帯よりも 100～150 kWh/月程度が大きい．前述の通り，一般に燃料電池

が設置される世帯では，その導入効果が期待できるよう，逆潮流できないとい

う系統連系制約下でも稼働率を高く運転できるように電力需要は大きい場合が

多い．そのため，今回の計測世帯データについても，一般的な戸建住宅に居住

する世帯よりもやや電力需要の大きな世帯が対象となっている． 

次に，図 2-6(b)において，1 年で電力需要が最も小さい 5 月の電力需要で規格

化した各月の電力需要の比率について比較した．同図より，FC 世帯データと一

般世帯データとでは大まかな傾向は一致していた．ただし，一般世帯データの

方が夏期と冬期の電力需要の比率の差が大きく，一般世帯データでは冬期の電

力需要が 5 月の電力需要に対して 2 倍程度であり，夏期の電力需要は 1.5 倍程度

であった．一方で，FC 世帯データでは，冬期の電力需要と夏期の電力需要はそ

れぞれ 5 月の電力需要に対して 1.5 程度であり，冬期の電力需要の方がやや大き

いが，両季節間での電力需要の差が小さい．前述の通り，2014 年度の家庭部門

用途別エネルギー消費量の構成比のうち，電気をエネルギー源とする用途にお

いて，冷房用は 4.1%，暖房用は 8.8%，給湯用は 8.1%を占めている[6]．このう

ち，冬期の電力需要増加は暖房用と給湯用が当てはまる．一般世帯データの方

が FC 世帯データよりも冬期の電力需要の比率が大きい主な理由は，燃料電池が

設置されている FC 世帯データでは，温水式床暖房を設置している世帯が多く，

冬期の電気をエネルギー源とする暖房需要が一般世帯と比較して小さい世帯が

存在するためと考えられる．加えて，一般世帯データでは，約１割がオール電
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化世帯であり，それらの世帯では電気式の給湯機や床暖房を利用しているため

冬期の電力需要が極端に大きくなる場合があり，一般世帯データの冬期におけ

る電力需要の平均値を引き上げている．これらの理由から，計測世帯よりも一

般世帯の方が冬期の電力需要の比率が増加したと考えられる． 

なお，一般世帯データにおいて，2014 年 8 月と 9 月の電力需要が中間期であ

る 10 月と同程度となっている．これは 2014 年のお盆から 9 月にかけて雨の日

が多く気温が下がった影響と考えられる．図 2-7 に東京都の月平均気温を示す[7]．

同図より，一般世帯データの計測時期（2012 年）と FC 世帯データの計測時期

（2014 年）の東京都の月平均気温を比較すると，8 月は 1.4℃，9 月は 3.0℃，そ

れぞれ一般世帯データの計測時期の方が付平均気温は低かった．そのため冷房

需要が小さくなり，当該時期の電力需要が小さかったと考えられる． 

以上のように，FC 世帯データは一般世帯データと比較して各月の平均電力需

要がベース的に大きかった．一方で，FC 世帯データにおいては中日本地域また

は当該地域と似た気候条件の地域に居住する世帯が多いことから，使用する暖

房機器の違いにより冬期の電力需要の比率については多少の差はあるものの，

最低電力需要に対する電力需要の比率の傾向は，年間を通して概ね一致してい

た．したがって，世帯単位での電力需要特性は異なる可能性はあるものの，集

約した世帯群としての平均電力需要の特性（年間の使用パターン）としては，

FC 世帯データは概ね一般的な世帯の特徴を表せていると言える． 

次章では，新規参入事業者が家庭の電力需要特性を把握し，日々の電力需要

予測など様々な検討に必要な情報を提供するため，FC 世帯データを用いて日

別・時間帯別の電力需要特性を示す．  
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(a) 月別電力需要 

 

 

(b) 5 月の需要で規格化した電力需要 

図 2-6 各データの月別電力需要 
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図 2-7 各年の月平均気温 
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第3章 数百世帯規模の電力需要特性 

 

3.1 はじめに 

本章では，FC 世帯データを用いて新規参入事業者が電力需要予測など様々な

検討を行うために必要な情報を提供する．具体的には，翌日電力需要予測を行

う際には，①日々の電力需要の変化の傾向，②気温と電力需要との相関関係，

③季節別の平均電力需要パターンの違い，などの情報を基に予測を行うことが

想定されるため，日別，時間帯別電力需要について上記の特性を示す．加えて，

お盆や正月など，普段と傾向が異なることが予想される日における電力需要パ

ターンの特徴を述べることで，特異日の電力需要予測に反映できる情報を提供

する．その際に，文献[1]～[5]に記載された一般的な世帯やエネルギー原単位デ

ータの特性と比較することで FC 世帯データの一般性についても検証する． 

また，前述の通り，新規参入電力小売事業者は数百～数万世帯程度の規模の

世帯群について電力需要予測を行うことが想定されるため，世帯数が増加する

ことによるならし効果についても検討し，供給対象世帯数の増加に伴う電力需

要特性の変化を示す． 

 

3.2 日別需要の特徴 

FC 世帯データにおいて，各計測日での全世帯の日平均電力需要，日最大電力

需要，日最小電力需要を図 3-1 に示す．同図より，FC 世帯データにおいて，日

平均電力需要の年平均値は 728 Wh/h (=17.5kWh/day)と前章に記載した一般世帯

データの 642 Wh/h (=15.4 kWh/day)や文献[1]の 538 Wh/h (=12.9 kWh/day)などの

一般的な世帯よりも大きい．また，第 2 章で示した通り，夏期よりも冬期の方



25 

 

が電力需要はやや大きく，日平均電力需要は 2013/1/5（土）の 1028 Wh/h (=24.7 

kWh/day)が最も大きい．日々の電力需要のばらつきについて，図 3-2 に日平均，

最大，最小電力需要の前日からの偏差（絶対値）の月平均値を示す．同図より，

いずれの月においても基本的には日最大，日平均，日最小の順にその変動が大

きくなる．冬期（12 月～2 月）については，日平均電力需要と日最小電力需要

の前日からの偏差の月平均値がほぼ同じであった．1 年の中で前日からの偏差は

冬期が一番大きい．例えば，日最大電力需要の前日からの変動（絶対値）の期

間平均値は，夏期（7 月～9 月）は 40～60Wh/h であるのに対し，冬期（12 月～

2 月）は 80～100Wh/h であった．このように変動が大きい冬期においては予測

が難しくなることが予想される． 

 

 

図 3-1 各計測日の日平均，最大，最小電力需要 
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図 3-2 日平均，最大，最小電力需要の前日からの偏差の月平均値 

 

図 3-3 に，日平均気温と日平均電力需要との関係を示す．また，同図には平

日の日平均気温と日平均電力需要との 2 次関数近似式も併せて示す．同図より，

同じ気温帯においては休日と平日で日平均電力需要に大きな差はなく，いずれ

も決定係数R2=0.87程度のばらつきで当日の平均気温に対する 2次関数によって

近似できた． 

なお，図 3-3 と同様に，図 3-4(a)に日平均気温と日最大電力需要との関係を，

図 3-4(b)に日最小電力需要との関係を示す．日最大，日最小電力需要のいずれ

の値についても R2=0.86 または 0.83 程度のばらつきで 2 次関数によって近似で

きた．したがって，翌日電力需要予測などを行う際には，気温と電力需要の日

代表値との関係を用いることである程度の精度で予測できることが期待される． 

3 つの日代表値の内，日平均気温との近似式の R2 が最も大きいのは日平均電

力需要で，最も小さかったのは日最小電力需要であった．日平均電力需要は日

最大電力需要や日最小電力需要と異なり一つの時間帯で計測される時間ではな

いため，気温に対する日々のばらつきがより小さくなったと考えられる．一方
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また，日最高気温と，日最低気温について，日平均電力需要，日最大電力需

要，日最小電力需要との関係を図 3-5 および図 3-6 に示す．図 3-3～図 3-6 に

示す通り，日最低気温が日平均気温や日最大気温と比較して，日平均電力需要，

日最大電力需要，日最小電力需要との近似式の R2が最も大きい．日最低気温は

日々の変動が小さく，計測される時刻も早朝の時間帯で安定していることから，

各日別電力需要の特徴量との相関が最も高いと考えられる． 

 

 

 
図 3-3 日平均気温と日平均電力需要 

 

  

    (a) 日最大電力需要         (b) 日最小電力需要 

図 3-4 日平均気温と日最大電力需要，日最小電力需要との関係 
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 (a) 日平均電力需要        (b) 日最大電力需要 

 

 

(a) 日最小電力需要 

図 3-5 日最高気温と日平均，日最大，日最小電力需要との関係 
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  (a) 日平均電力需要         (b) 日最大電力需要 

 

 

(a) 日最小電力需要 

図 3-6 日最低気温と日平均，日最大，日最小電力需要との関係 
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なお，FC 世帯データの計測世帯は日本全国に分布しているが，第 2 章で示し

た通り，関東・中部・近畿の中日本に居住する世帯が約半数を占めており，中

日本地域と気候が似ている山陽，四国，北部九州に居住する世帯と合わせると，

全世帯の内の 85%程度を占めている．そのため，上述においては気象庁が発表

している東京都の気温データ[6]を簡易的に代表値として用いた．気温と電力需要

との関係を検討する際に，地域別の気温を用いて分析することも考えられる．

しかし，ある地域に居住する世帯数は，第 2 章の図 2-1 に示したとおり 50 世帯

にも満たない場合もあり，その際は世帯数が少ないことにより電力需要のなら

し効果が十分得られていない可能性がある．また，地域別の日平均気温につい

て，世帯数による加重平均を取った値と東京都の日平均気温の値との関係を図 

3-7に示す．同図より，二つの気温は線形近似を行った際に，傾き0.96，切片-0.16，

R2=0.98 と非常に高い相関関係にあるため，FC 世帯データにおいては地域毎に

気温を分けて検討を行う効果は限定的であると予想される．加えて，計測世帯

の内，関東地方に居住する 150～200 世帯程度の世帯を抽出し，当該世帯の日平

均需要と東京の日平均気温との関係を図 3-8 に示す．同図より，R2=0.88 のばら

つきで 2 次関数によって近似できた．以上の考察から，本研究における以降の

検討においては，東京都の気温データを用いて検討を行う． 
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図 3-7 日平均気温の関係 

 

 
図 3-8 日平均気温と日平均電力需要（関東地方居住世帯） 
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まず，図 3-9 に中間期（5 月）の日平均電力需要と前日からの日平均気温の変

化を示す．5 月の日平均気温の月平均値は 19.1℃であり，図 3-3 において気温が

変化しても電力需要があまり変化しない時期にあたる．同図より，前日と比較

して日平均気温が 4℃程度変動しても当日の日平均電力需要はほとんど変動し

ていない．中間期においては，気温により電力需要の大きさへの影響が変化す

る冷暖房機器を使用している世帯がほとんどないため，気温との相関関係があ

まりなく，ほぼ一定の電力需要であった．中間期においては，気温以外の要素

（天候や日々の生活パターンのばらつき等）によって電力需要が変化している

と言える．なお，月平均気温が 5 月と同程度の 19.0℃であった 10 月の日平均電

力需要と前日からの日平均気温の変化についても，図 3-10 に示す通り，同様の

傾向が見られる． 
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図 3-9 5 月の日平均電力需要と前日からの平均気温変化 

 

 
図 3-10 10 月の日平均電力需要と前日からの平均気温変化 
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次に，図 3-11 に雨期（9 月）の日平均電力需要と前日からの日平均気温の変

化を示す．同図より，9 月後半の秋雨時期においては，気温が 2℃程度連続して

変化しているが，電力需要は下げ止まりしている．9 月後半は気温が下がり冷房

の使用が終わる時期と長雨の時期が重なったため，気温が変化しても電力需要

が下げ止まりしたと考えられる．9 月と同じ雨期にあたる 6 月後半の日平均電力

需要と前日からの日平均気温の変化についても，図 3-12 に示す通り，同様の傾

向が見られる． 

なお，本論文では，新規参入事業者が需要予測等の検討に活用する際に容易

に入手できる予報値として考えられる気温や天候と電力需要との関係性につい

て評価した．しかしながら，雨期においては，湿度，降水量，雲量など雨に関

連する要素と電力需要との間にも関係性があると予想されるため，それらのデ

ータが収集できた場合は検討が求められるが，今後の課題としたい． 
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図 3-11 9 月の日平均電力需要と前日からの平均気温変化 

 

 

図 3-12 6 月の日平均電力需要と前日からの平均気温変化 

 

以上より，新規参入事業者は，気温と電力需要との関係を利用してある程度

家庭の日別電力需要を予測することができるが，時期によっては相関が弱い日

もあるため，それらの日について電力需要予測の誤差を低減しようとする場合

には，気温以外の情報を用いて予測する必要がある． 
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3.3 電力需要の時間帯別の特徴 

3.3.1 時間帯別月平均電力需要の傾向 

図 3-13(a)に平日，(b)に休日（土日祝日）の夏期（8 月），冬期（1 月），中間

期（5 月）における時間帯別平均電力需要を示す．同図では，各季節では電力需

要の大きさが異なることを考慮して，各月の日平均電力需要の月平均値で規格

化している．本節では，以下の 4 つの比較についてその傾向を順に述べる． 

(1) 平日／休日の電力需要パターンの比較 

(2) 平日の季節間での電力需要の比較 

(3) 休日の季節間での電力需要の比較 

(4) 一般的な世帯との比較 

 

(1) 平日／休日の電力需要パターンの比較 

前述図 3-3 に示した通り，日平均気温に対する平日の日平均電力需要と休日

の日平均電力需要は同じようなばらつきとなっており，同じ気温帯（＝同じ時

期）であれば，平日と休日との間で日平均電力需要に大きな差はない．一方で，

図 3-13(a),(b)に示す通り，1 日の中での時間帯別電力需要については，同じ時期

において平日と休日との電力需要の傾向が異なる．平日は休日と比較して 1 日

の電力需要の変動が大きく，最小値は 0.6～0.7 程度と変わらないが，最大値は

休日が 1.3 程度なのに対し，平日が 1.4～1.5 程度であった．また，休日について

は，朝の電力需要の大きな時間帯が平日よりも遅くなり，その大きさも平日よ

りも小さくなる傾向があり，昼間の電力需要が平日に比べて大きい傾向にある．

平日の朝は出勤や通学の時間帯が世帯によってあまり差がなく，昼間は不在の

世帯が多く，夕方は基本的に家族全員が在宅していると考えられ，居住者の行

動パターンが類似してくることから，電力需要パターンのばらつきが小さくな
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り，電力需要の大きな時間帯が重なりやすいことが予想できる．それに対して

休日は，朝の起床の時間や昼間の在宅／不在にばらつきがあり，各時間帯の電

力需要がならされ 1 日の変動が小さくなり，休日の最大電力需要が平日と比較

して小さくなったと考えられる．なお，文献[2]においても，テレビや洗濯機な

ど生活パターンの違いによって電力需要の大きさに変化を与える機器について，

平日と休日とで使用状況に変化があり，今回の検証と同様の傾向が見られた．

したがって，FC 世帯データについても，電力需要の大きさ（家電の使用台数や

その大きさ）に違いはあるものの，平日と休日との生活パターンの変化につい

ては文献[2]の世帯と同様の傾向であった．  

 

(2) 平日の季節間での電力需要の比較 

図 3-13(a)より，平日は，いずれの季節においても夕方の電力需要の比率はほ

ぼ同じで，日平均電力需要の月平均値に対して 1.4 程度であった．一方で，各季

節によって朝や昼間の電力需要の大きさが異なっている． 

冬期については朝と夕方に電力需要の大きな時間帯がみられ，大きさは朝の

電力需要の方が大きい．この大きな電力需要は主に暖房によるものと考えられ

る．前述の通り，平日の朝は世帯間での行動パターンが類似し，更に夕方より

も朝の方が暖房の起動時間のばらつきが小さいことが予想され，電力需要も大

きくなったと考えられる． 

夏期においては，朝の電力需要の大きな時間帯がなくなり，1 日の中で電力需

要の大きな時間帯は夕方のみとなっている．また，他の季節と比較して相対的

に昼の電力需要が大きい．これらの電力需要パターンの傾向は冷房需要と考え

られ，朝は冷房を起動する世帯が少ないために電力需要が小さくなり，昼間は

在宅者が冷房を使用することで電力需要が増加したと考えられる． 
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中間期は，冷暖房を使用している世帯が少ないため，朝の電力需要の大きさ

が冬期と比較して小さく，昼間の電力需要の大きさが夏期と比較して小さい．

また，最大電力需要に対する最小電力需要との比率が各季節の中で最も小さく，

1 日の中で電力需要が平滑化されている． 

 

(3)  休日の季節間での電力需要の比較 

図 3-13(b)より，休日については，平日と同様に，夕方の電力需要の比率は各

季節であまり変わらない．ただし，夕方の電力需要の大きさは，平日よりもや

や小さく，日平均電力需要の月平均値に対して 1.3 程度であった．また，前述の

通り，休日は朝の起床の時間や昼間の在宅／不在にばらつきがあることから，

平日と比較して朝の電力需要が世帯間でならされ小さくなり，昼間の電力需要

が増加する傾向にある．特に冬期の朝の電力需要がならされ，夕方の電力需要

より小さくなり，日平均電力需要の月平均値に対して 1.2 倍程度の大きさである．

夏期については，朝の電力需要の大きな時間帯がなくなり，なだらかに電力需

要が増加し，昼間の電力需要と夕方の電力需要との差が平日よりも小さい．こ

れは昼間の在宅世帯が増え，冷房需要が増加したためと考えられる． 

 

(4) 一般的な世帯との比較 

図 3-13(c)に文献[4]の各月の電力需要パターンを示す．同図では，各月の日平

均電力需要で規格化している．また，文献[4]の冷暖房負荷について全てエアコ

ンで賄っていると想定し，文献[5]に記載された以下の算出式(3-1)，(3-2)を基に

4kW エアコンの COP (Coefficient Of Performance)を用いて算出し，冷房時の

COP=3.51，暖房時の COP=4.49 とした． 
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冷房定格平均 COP =  −0.4137 × 定格能力(kW) + 5.1682  (3-1) 

暖房定格平均 COP =  −0.2481 × 定格能力(kW) + 5.4838  (3-2) 

 

同図より，文献[4]の一般的な世帯の電力需要パターンでは，概ね計測世帯デ

ータの平日の電力需要パターンと同様の傾向が見られる．まず，文献[4] におい

て，いずれの季節でも夕方の電力需要が大きく，冬期については朝の電力需要

も大きい．ただし，冬期の朝の電力需要は夕方の電力需要よりも小さい．次に，

昼間の電力需要の比率については，夏期の電力需要が他の季節と比較して大き

く，中間期，冬期の順で比率が小さくなる．朝の電力需要については，比率は

夏期が最も小さく，中間期，冬期の順に大きくなる．一方で，FC 世帯データと

文献[4] の各時間帯の比率の大きさは異なっている．例えば，夕方の時間帯につ

いては，FC 世帯データでは 1.4 程度であるのに対し，一般的な世帯では 2～2.5

程度である．これは，文献[4]は世帯単位で各月の平均的な電力需要パターンを

想定する値であるのに対し，図 3-13(a)の FC 世帯データは数百世帯規模で日々

のばらつきや世帯間のばらつきをならした値である．そのため，各時間帯の比

率の変動が文献[4] の方が大きくなっていると考えられる． 

以上より，文献[4] と FC 世帯データを比較すると，電力需要を想定する世帯

数の規模が異なるため，各時間帯の比率の大きさそのものは異なるが，電力需

要パターンの傾向は概ね一致しており，FC 世帯データは一般的な世帯が数百世

帯規模で集まった際の特徴を捉えていると考えられる． 
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(a) 平日 

 

(b) 休日（土日祝日） 

 

 (c) 先行研究（文献[4]) 

図 3-13 各季節の時間帯別平均電力需要 
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3.3.2 各時間帯における電力需要の日々のばらつき 

図 3-14(a)に冬期（1 月），(b)に中間期（5 月），(c)に夏期（8 月）の平日の各

時間帯の平均値，最大値，最小値を示す．同図では，前節 3.3.1 と同様に，各季

節で電力需要の大きさが異なることを考慮して，各月の日平均電力需要の月平

均値で規格化を行っている．また，同図のエラーバーは平均値±標準偏差を示

している．同図より，冬期や夏期の方が中間期と比較して，各時間帯の最大値

や最小値の開きが大きく，標準偏差の幅も 1.6 倍程度の大きさである．また，各

時間帯の最大値や最小値は平均値±標準偏差の値から大きくはずれている時間

帯もあり，直近の電力需要の傾向とは異なる日が存在することが分かる．した

がって，例えば新規参入事業者が翌日の電力需要予測を行う際において，中間

期は直近の電力需要の傾向のみを用いて予測を行ってもある程度高い予測精度

を得られると考えられる． 

一方で，冬期や夏期については，単純な電力需要の傾向の学習方法では再現

できないような平均値±標準偏差の範囲から大きく外れた電力需要の時間帯が

あるため，予測精度が悪化することが予想される．冬期や夏期のように電力需

要のばらつきが大きい季節において新規参入事業者が電力需要予測を行う際に

は，予測精度向上のために，直近の電力需要の傾向のみを用いるのではなく，

特異的な電力需要となることが想定される気象条件（急激な気温の変化や，大

雨や大雪などの特殊な気象状況）が予測される日は参照方法を変更して予測を

行う必要があると考えられる． 
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(a) 冬期 (1 月) 

 

(b) 中間期 (5 月) 

 

(c) 夏期 (8 月) 

図 3-14 各月の平日の電力需要のばらつき 
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3.3.3 時間区分別の電力需要の特徴 

前述の通り，電力需要のパターンは人の生活パターン（在／不在）や空調等

の家電製品の利用状況との関係が大きいことが分かった．したがって，人の生

活パターンを考慮して時間を区切り電力需要の特徴を捉えれば，より詳細に電

力需要の傾向を把握できると予想される．そこで本節では，生活パターンを考

慮して，1日を以下の 5つの時間帯に区分して各時間区分別の平均電力需要につ

いて，3.2 節で述べたように，気温と相関関係があるか評価した．  

 

(1) 時間区分 1：3:00～6：00 

深夜で大半の人が就寝している時間帯 

(2) 時間区分 2：6:00～9：00 

朝の起床後～通勤・通学等で外出するまでの時間帯 

(3) 時間区分 3：9:00～16：00 

昼の在宅／外出に分かれる時間帯 

(4) 時間区分 4：16:00～23：00 

夕方の外出から帰宅し，家事等を実施する時間帯 

(5) 時間区分 5：23:00～3：00 

夜の就寝までの時間帯 

 

図 3-15(a) に時間区分 1（3：00-6：00），(b)に時間区分 2（6：00-9：00），(c)

に時間区分 3（9：00-16：00），(d)に時間区分 4（16：00-23：00），(e)に時間区

分 5（23：00-3：00）の平均電力需要と日平均気温との関係を示す．なお，各図

の平均電力需要については，比較のために各時間区分の平均電力需要の年平均

値で規格化した値で示している．同図より，いずれの時間区分においても図 3-3
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の傾向と同じく日平均気温と相関関係があり，2 次関数では R2=0.7～0.9 程度で

近似できる．ただし，各時間で電力需要の大きさの傾向は異なる． 

まず，図 3-15(b) に示す朝の時間帯(時間区分 2)においては，夏期よりも冬期

の電力需要が大きく，時間区分 2 の平均電力需要の年平均値に対して夏期は 1

倍程度の大きさなのに対し冬期は 1.6 倍程度の大きさになる日もある．これは前

述 3.2 節の通り，朝の起床時の暖房需要による電力需要増加が要因であると考え

られる．また前述 3.3 節の通り，平日よりも休日の方が朝の時間帯の生活パター

ンがばらつくことから，同じ気温帯における年平均値に対する電力需要の比率

は休日の方が小さい．なお，図 3-15(a)に示す深夜の時間帯（時間区分 1）にお

いても同様の傾向が見られる． 

次に，図 3-15(c)に示す昼間の時間帯(時間区分 3)においては，冬期と夏期の年

平均値に対する比率は 1.4 倍程度であり，一部の日を除いて夏期の方が比率はや

や大きい．また，冬期も夏期も平日よりも休日の方が比率はやや大きい．これ

は前述 3.1 の通り，昼間の在宅者の空調使用による電力需要の増加と言え，昼間

の空調需要は夏期の冷房需要の方が冬期の暖房需要よりも大きかったと考えら

れる．加えて，20℃前後の中間期においては，平日と休日との差がなく，空調

需要がなければ在宅／不在の影響は小さいと言える． 

最後に，図 3-15(d)に示す夕方の時間帯（時間区分 4）においては，冬期の電

力需要は 1.4 程度であるのに対し，夏期の電力需要は 1.2 程度と冬期の方がやや

大きい．これは夜間の空調需要は冬期の暖房の方が夏期の冷房よりも大きいた

めと言える．加えて，前述の時間帯と比較して，同じ気温帯における平日と休

日の比率の差が小さい．これは，夕方の在宅状況は平日と休日とで大きく変わ

らないためと考えられる．なお，図 3-15(e)に示す夜の時間帯（時間区分 5）に

おいても同様の傾向が見られた． 
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以上の結果，例えば新規参入事業者が翌日の時間区分別の平均値を予測する

場合，気温と電力需要との関係を基にある程度の精度で予測を行うことができ

ると言える．その際に，時間区分 4 と 5 を除き，夏期および冬期においては平

日と休日とを区分してその傾向を把握することで，更にその予測精度を向上で

きると考えられる． 
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   (a) 時間区分 1（3：00-6：00）   (b) 時間区分 2（6：00-9：00） 

 

   

   (c) 時間区分 3（9：00-16：00）   (d) 時間区分 4（16：00-23：00） 

 

 

(e) 時間区分 5 (23:00-3:00) 

図 3-15 各時間区分の平均電力需要と平均気温との関係 
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3.4 特殊な電力需要パターンとなる時期の特徴 

3.2 節で述べたように，気温と電力需要との関係が崩れる日として，中間期や

雨期，大雪，猛暑などの特殊な気象状況の日を挙げた．気象状況に加えて，人

の生活パターンが通常と異なる時期においても，特殊な電力需要パターンとな

る時期がある．本節では，それらの特異な電力需要パターンの日についてその

傾向を述べる． 

 

3.4.1 休日が連続で続く期間 

図 3-16(a)～(c)に，それぞれ休日が連続するお盆(8/13(月)-8/15(水))，正月

(1/1(火)～1/3(木))，ゴールデンウィーク(5/3(金)～5/5(日))における時間帯別電力

需要と各月の平日および休日の時間帯別電力需要を示す．図 3-16(a)において，

お盆の電力需要は各日の日平均電力需要で規格化した値を示し，平日および休

日の電力需要は 8 月の平日または休日の日平均需要の月平均値で規格化した値

を示す．同図より，お盆は 8 月の平日および休日の電力需要パターンと異なっ

ている．8 月の平日および休日の平均電力需要パターンから時間帯別に偏差（絶

対値）を算出し，その平均値を比較したところ，通常の平日では 2.2%，通常の

休日では 2.5%の偏差であるのに対し，お盆においては休日の電力需要パターン

に対して 4.0%，平日の電力需要パターンに対して 5.0%の偏差であった．お盆休

み期間中は，通常の休日ほど昼間の電力需要が大きくなく，平日ほど夜間の電

力需要が大きくない．その理由として，お盆においては，基本的には休日と同

様のパターンの世帯が多いことが想像されるが，一部の世帯は暦通り平日の生

活をしていたり，帰省等により長期に外出していたりすることもあり，平日と

休日を組み合わせた電力需要パターンとなったと考えられる．なお，お盆に加

え，図 3-16(b)の正月（1/1～1/3）や図 3-16(c)のゴールデンウィーク（5/3～5/5）
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などの日本の長期休暇にあたり，大半の人が普段と異なる生活をする期間にお

いても同様の傾向が見られた．したがって，これらの期間について新規参入事

業者が電力需要予測を行う場合には，過去の同一期間（お盆，正月，ゴールデ

ンウィーク）の電力需要を参考に予測を行う必要がある． 
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 (a) お盆(8/13(月)-8/15(水))  

 

 

(b) 正月（1/1(火)～1/3(木)） 

 

 

 (c) ゴールデンウィーク（5/3(金)～5/5(日)） 

図 3-16 休日が連続で続く期間の電力需要 
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3.4.2 特異な気象条件の日 

図 3-17 に 2013 年 1 月 14 日（月・祝）の時間帯別電力需要と 1 月の平日およ

び休日の時間帯別平均電力需要を示す．同日は関東地方で大雪を記録した日で

あり，東京では 8cm の積雪を観測し，当日の日平均気温は 3.5℃と低かった．同

図より，同日は昼間の電力需要が 1 月の平日や休日の平均電力需要よりも大き

い．当日は早朝から 1 日中雪が降ったため，在宅世帯が増え，昼間の暖房電力

需要等が増加したと考えられ，1 月の休日の平均電力需要よりも昼間の電力需要

が約 1.2 倍大きかった．また，同日は朝と夜の電力需要の大きさは，1 月の休日

の平均値と大きく変わらないものの，電力需要が大きな時間が昼間に寄り，朝

は遅く，夜は早くなっていた．これは，朝夕の在宅状況は通常の休日とあまり

変わらず，暖房等の使用台数が大きく変わらなかったため，朝と夕方の電力需

要の大きさは変わらなかったと考えられる．一方で，当日は大雪となり外出を

控える世帯が増加し，通常よりも朝の活動開始の時間が遅く，夕方の帰宅時間

も早まったと予想され，朝と夕方の電力需要の大きな時間が通常の休日よりも

昼間に寄ったと考えられる． 

以上のように，冬期の休日に大雪となる日には，朝夕の電力需要の大きさは

変わらないが，昼間の在宅世帯が増加することにより通常の昼間の電力需要よ

りも大きくなることが分かった．なお，同日は前日の天気予報において積雪が

予想されていた．したがって，新規参入事業者が，そのような特異的な気象条

件が予想される日について電力需要予測を行う場合，直近の実績値を参照する

のではなく，過去の同様の特異な気象条件の日の電力需要パターンを参照する

必要があると考えられる． 
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図 3-17 2013/1/14（月・祝）の電力需要 

 

次に，図 3-18 に 2013/2/2(土)の電力需要を示す．同日は，過去 5 日間の最低

気温の平均値が 1.9℃であったのに対し，当日の最低気温が 11.7℃と急に暖かく

なった日であった．その結果，電力需要のパターンとしては 2 月休日平均値に

似ているが，電力需要の大きさは通常の 2 月の休日と比較して 1 割～2 割程度小

さくなっていた．このような日においては，直近に同様の気温類似日がないこ

とが予測されるため，電力需要を予測する際にはデータ参照日を通常の方法か

ら変更して設定する必要があると考えられる． 

 

 
図 3-18 2013/2/2（土）の電力需要 
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3.5 集約世帯数の違いによる電力需要特性の変化 

前節までの検討では，400～500 世帯程度の平均電力需要を対象としてその特

性を述べた．本章では集約世帯数が変化した際に前述の電力需要特性がどのよ

うに変化するか検討する．なお，少ない集約世帯数では特定の世帯のデータが

欠損することでその電力需要特性に大きく影響すると考えられる．そのため本

章では，全世帯のうち，年間の 90%以上の日において電力需要データが存在し

ていた 280 世帯を用いて検討を行った．その際に，抽出する世帯によるばらつ

きを考慮するために，各集約世帯数について 10 回ずつランダムに対象世帯を抽

出して評価した． 

 

3.5.1 日平均・最大・最小電力需要の前日からの変化 

図 3-19(a)に日平均電力需要の，(b)に日最大電力需要の，(c)に日最小電力需要

の，夏期（8 月），冬期（1 月），中間期（5 月）における前日からの偏差（絶対

値）の月平均値を示す．なお，各図の値は各世帯数において 10 回ずつランダム

に対象世帯を抽出して算出した結果の平均値を示している．図 3-19(a)より，い

ずれの季節においても，世帯数が増加するにつれて日平均電力需要の前日から

の偏差は小さくなっている．ただし，50 世帯程度からその減少傾向は小さくな

り，世帯数を 200 世帯程度まで増加させても，50 世帯の場合と大きく変わらな

い．例えば，日平均電力需要の前日からの偏差は 10 世帯から 50 世帯に世帯数

が増加することで冬期は 24 Wh/h，夏期は 25 Wh/h，中間期は 15 Wh/h 小さくな

ったのに対し，50 世帯から 200 世帯に世帯数が増加しても冬期は 2Wh/h，夏期

は 6 Wh/h，中間期は 6 Wh/h しか小さくならなかった．したがって，日平均電力

需要の日々の変化について，世帯数が増加することによるならし効果は 50 世帯

程度で飽和すると言え，数百世帯以上が対象世帯の場合については，前述の電
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力需要特性が適用できると言える．なお，図 3-19(b)に示す日最大電力需要，お

よび図 3-19(c)に示す日最小電力需要についても同様の傾向が確認できる． 
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(a) 日平均電力需要 

 

 

(b) 日最大電力需要 

 

 

 (c) 日最小電力需要 

図 3-19 前日からの偏差（絶対値）の月平均値 
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3.5.2 気温に対する日平均電力需要の変化 

日平均電力需要と日平均気温との関係について，図 3-21(a)に 10 世帯の場合，

(b)に 30 世帯の場合，(c)に 50 世帯の場合，(d)に 70 世帯の場合，(e)に 90 世帯の

場合，(f)に 100 世帯の場合，図 3-21(a)に 200 世帯の場合の一例を示す．前述 2.3

における全世帯の平均電力需要の場合と同様に，いずれの世帯数においても日

平均電力需要と日平均気温とは 2 次関数で近似できた．ただし，10 世帯の場合

では日平均電力需要のばらつきが大きく，近似式に対する R2は 0.68 であった．

一方で，50 世帯では日々のばらつきが小さくなり，近似式に対する R2 は 0.83

であり，全世帯の場合（R2=0.87）と大きくは変わらなかった．図 3-22 に各世帯

数において 10 回ずつランダムに対象世帯を抽出して算出した日平均電力需要と

日平均気温とを 2 次関数で近似した際の R2の平均値を示す．同図より，日平均

値の日平均気温に対するばらつきについても，前述 3.5.1 と同様に，世帯数が増

加することでならし効果を得らればらつきが小さくなる．R2 は 10 世帯から 50

世帯に世帯数が増加することで 0.09 増加するのに対し，50 世帯から 200 世帯に

世帯数が増加しても 0.02 しか増加しなかった．したがって，日平均気温に対す

る日平均気温のばらつきについても，ならし効果は 50 世帯を超えると飽和し，

数百世帯規模になってもその特性は変化しなかった． 

 

 



56 

 

  
     (a)  10 世帯の場合          (b) 30 世帯の場合 

 

  
      (c) 50 世帯の場合          (d) 70 世帯の場合 

 

  

(e) 90 世帯の場合         (f) 100 世帯の場合 

 

図 3-20 各世帯数での日平均電力需要と平均気温との関係 (1) 
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(a) 200 世帯の場合 

図 3-21 各世帯数での日平均電力需要と平均気温との関係 (2) 

 

 

 

図 3-22 各世帯数における R2の平均値 

  

R² = 0.87 

0

200

400

600

800

1000

1200

0 10 20 30

日
平

均
需

要
[
W

h
/
h
]

日平均気温 [℃]

平日

休日

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 50 100 150 200 250

R
2
（
平

均
値

）

抽出世帯数



58 

 

3.6 第 3 章のまとめ 

本章では，家庭用燃料電池が設置された戸建住宅に居住する 400～500 世帯程

度の平均電力需要を用いて，日別・時間帯別の電力需要特性を評価した．また，

対象世帯数が変化することで，日別・時間帯別の電力需要特性がどのように変

化するか評価した． 

日別電力需要については，日平均，最大，最小電力需要は日平均，最高，最

低気温と R2=0.7～0.9 程度で 2 次関数により近似できた．ただし，同じ気温帯で

も近似式から 20%程度ずれる日もあった．気温と電力需要との関係が崩れる日

としては，中間期など気温の変動が小さい時期に加え，雨期や大雪，猛暑など

特殊な気象状況の日が挙げられた． 

時間帯別電力需要については，文献[2]～[4]と同様の傾向が見られ，FC 世帯デ

ータは一般的な世帯の電力需要パターンの特徴を概ね表していることを確認し

た．時間帯別電力需要の特徴としては，休日の朝に世帯間で生活パターンがば

らつくため，一日を通した変動が小さくなる傾向が見られるなど，平日と休日

との間で電力需要パターンが異なっていた．また，同じ平日であっても冷暖房

機器の使用状況の違いから，各季節において電力需要パターンが異なっている

ことが確認できた． 

供給対象世帯数が増加することに伴う電力需要特性の変化については，日平

均電力需要の前日からの変動や日平均気温に対する日平均電力需要のばらつき

は，世帯数が増加することによるならし効果によって小さくなった．ただし，

対象世帯数が 50 世帯程度まではそれらのばらつきは大きく減少するものの，50

世帯以上の場合にはならし効果が飽和し，数百世帯規模に世帯数が増加した場

合でも，50 世帯の場合と比較して，その特性は大きくは変わらなかった．した

がって，本章で示した電力需要特性は，対象世帯数が増えることによるならし
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効果が飽和するのに必要な十分な世帯数を対象とした結果であり，新規参入事

業者が供給対象としている数百～数万世帯規模の世帯群においても同様の傾向

であることが予想される． 

以上のように，家庭向け電力小売事業へ新規参入した事業者が，数百世帯以

上の世帯群を対象として電力需要予測等を検討するにあたり必要となる基礎的

な電力需要特性を示すことができた．また，第 1 章で述べた通り，数百世帯規

模の実測データを用いて平均電力需要の基本的な変動特性を述べた文献はなく，

当該データを持たない新規参入事業者にとって有益な情報である．  
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第4章 月別電力需要予測モデル 

 

4.1 はじめに 

本章では，新規参入電力小売事業者が中長期の事業計画検討時などにおいて，

自身の顧客がどのような月別電力需要パターンの世帯の集まりかを把握し，全

体の合計電力需要を予測する際に用いる月別電力需要予測モデルについて，一

般世帯データを用いて検討した． 

 

4.2 予測モデルの概要 

第 1 章で述べた通り，先行研究における月別電力需要予測モデルでは，各世

帯属性別に電力需要を予測してそれらを積み上げて算出するモデルが多い[1]～[3]．

しかしながら，それらのモデルでは新規参入電力小売事業者が予測を行うにあ

たり，以下のような課題がある． 

(1) 同じ世帯属性の世帯であっても月別電力需要は大きく異なるため，ある世

帯属性の電力需要を一意に決めるのは難しい． 

(2) 精度向上のため（＝電力需要を一意に決めるため）に多量の世帯属性を用 

いるモデルもあるが，新規参入電力小売事業者が実運用時にそれらの情報

を漏れなく収集することは難しい． 

そこで本論文では，同じ世帯属性において月別電力需要パターンの傾向が異

なる世帯が存在することを前提として，月別電力需要別の各グループの割合で

表せる可能性に着目し，予測対象世帯群における各グループの割合から月別電

力需要を算出する．これにより，以下のメリットを期待している． 
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① 世帯属性別（住居形態や世帯人数，等）に電力需要のばらつき（傾向の違

い）を定義するため，入力の世帯属性を減らせる可能性がある． 

② 予測対象世帯群の月別電力需要傾向別の世帯の割合を把握することがで

きる． 

 

4.3 予測方法 

前述の通り，提案する月別電力需要予測モデルでは，月別電力需要の絶対値

によって世帯群を分類するのではなく，月別電力需要の傾向によって世帯を分

類し，各グループにおける平均の月別電力需要の代表値を定義することに着目

し，図 4-1 および以下に示す予測手順により，予測対象世帯群の中にどのよう

な月別電力需要の傾向を持った世帯がどの程度存在するかを予測し，その積み

上げによって世帯群の合計の月別電力需要を簡易的に予測する． 

 

予測手順１ 予測に用いるデータベースの構築 

(i) 月別電力需要の年変化の傾向に基づき，学習データとして準備した世帯を

いくつかのグループに分類する． 

(ii) ある世帯属性の要素の値区分における各グループの割合に関するデータ

ベース 1 を構築する． 

(iii) 区分別・グループ別に，当該グループに属する世帯の平均的な月別電力需

要に関するデータベース 2 を構築する． 

 

予測手順２ 予測対象世帯群における各グループの割合の予測 

(i) 予測対象世帯群について，データベース 1,2 にて考慮された世帯属性の各

要素の値区分の割合を求める． 
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(ii) 構築したデータベース 1 に基づき，推定対象の世帯群における世帯属性の

要素の値区分ごとに各グループの割合を抽出し，全値区分を集計すること

で推定対象世帯群における各グループの割合を予測する． 

 

予測手順３ 世帯群の合計月別電力需要の予測 

(i) 算出した各グループの割合に基づき，データベース 2 に保存した各グルー

プの月別電力需要を掛け合わせることで，世帯群の合計電力需要を予測す

る． 

 

なお，新規参入事業者が供給対象とする世帯数は，第 1 章で述べた通り数百

～数万世帯程度と想定される．この場合，上記の各グループにおいて，各世帯

の電力需要の絶対値のばらつきは，データベース構築の際に用いる学習用デー

タの世帯群と実際の供給対象の世帯群とで同様になることが期待できる．この

ため，各グループの平均的な電力需要に各グループに属する世帯数を乗じ，さ

らに全てのグループについて集計することで，世帯群の合計の月別電力需要を

予測しつつ，それらがどのような電力需要の傾向をもった世帯の集合であるか

を把握することができる．データベースを構築する際に用いる属性の種類や数，

およびその組み合わせや複数の属性を用いる際の各属性の重みについては様々

考えられる．本論文では，その第一段階の検討として，次節以降において，世

帯属性の中でも住居種別や世帯人数など，統計情報として容易に得やすい情報

に着目してデータベース構築の基礎的検討を行った結果を示す． 
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図 4-1 提案モデルおける予測方法 

  

(i)Getting household’s attributes data of estimation target

(i)Estimating aggregated electricity demand referring monthly 

electricity demand of database 2

(ii)Calculating household’s ratio of each group in estimating

target using database 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

households ratio of each attribution in estimating target 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

households ratio of each attribution in estimating target 

Attribution

A=1 , B=1

Attribution

A=1 , B=2

Attribution

A=2 , B=1

Attribution

A=2 , B=2

Electricity demand 

increases in winter

electricity demand 

increases in summer

Electricity demand is 

stable throughout a year

Group A: Group B: Group C:

Households’ monthly electricity demand data

(i)Classifying households with monthly electricity usage pattern

(ii)Constructing database1 with household’s ratio of each

group in some household’s attributes

0

100

200

300

400

500

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

M
o

n
th

ly
 e

le
c
tr

ic
it

y
 

D
em

a
n

d
 [

k
W

h
/m

th
] Estimation

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Attribution

A=1 , B=1

Attribution

A=1 , B=2

Attribution

A=2 , B=1

Attribution

A=2 , B=2

h
o

u
se

h
o

ld
s 

ra
ti

o
 o

f 
ea

ch
 

G
ro

u
p Group C

Group B

Group A

(1) Building data base

(2) Estimation of Each Group Ratio

(3) Estimating Aggregated Electricity Demand

(iii)Constructing database 2 with average monthly electricity

demand of each group



65 

 

4.4 予測に用いるデータベースの構築手順と基礎的検討 

以下の手順により，学習用データの世帯において，世帯属性（住居形態，居

住地域，世帯人数，等）の値別に各グループの割合を算出し，提案手法で用い

るデータベースを構築した． 

 

4.4.1 世帯群のグループ化 

各世帯の月別電力需要の年平均値に対する変動の大小や，特に変動が大きく

なる季節などの傾向を基に，図 4-2 に示す方法により世帯のグループ分けを行

う．まず，年間を通じた月別電力需要の変動傾向を算定するため，各世帯の月

別電力需要を各世帯の計測期間平均値で規格化し，計測期間平均値に対する各

月の電力需要の比率を算出する．次に，計測期間平均値に対する各月の電力需

要の比率について，冬期（12～2 月），中間期（3～6 月，10 月～11 月），夏期（7

～9 月）の各季節の平均値（以下，季節比率と呼ぶ）を算出する．そして，算出

した季節比率を大，中，小の 3 種類に分類する．大，中，小の分類の基準は，

図 4-3 に示す全世帯の各季節の季節比率の頻度分布より，大，中，小の各分類

が 3 分の１ずつとなる様に大：1.08 以上，中：1.08～0.91，小：0.91 以下と設定

した．最後に，冬期－中間期－夏期における比率の分類（大，中，小）の組み

合わせにより，世帯のグループ分けを行う． 
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図 4-2 グループ分けの方法 
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図 4-3 全世帯の季節比率の分布 
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基準を，各分類が 1:1:1 になるように設定したが，適切な分類の数やその比重に

ついても今後検討が必要である． 

 

表 4-1 需要変動特性に基づくグループ分類 

Group 

No. 
冬期 中間期 夏期 需要の特徴 世帯数 

1 大 中 大 
夏期と冬期の比率大 

3 

2 大 小 大 107 

3 大 中 中 

冬期の比率大 

208 

4 大 小 中 412 

5 大 中 小 129 

6 大 小 小 438 

7 中 中 大 
夏期の比率大 

140 

8 中 小 大 90 

9 中 中 中 

変動が小さい 

106 

10 中 小 中 3 

11 中 大 小 1 

12 小 大 大 

夏期の比率大 

1 

13 小 中 大 61 

14 小 小 大 20 

15 小 中 中 変動が小さい 1 
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4.4.3 各グループの傾向 

図 4-4 に各グループの住居形態別の月別電力需要の年平均値（kWh/月）を示

す．同図より，グループ 1 を除いていずれのグループも戸建住宅の方が集合住

宅よりも月別電力需要の年平均値は大きい．また，戸建住宅の月別電力需要の

年平均値が大きいグループでは，集合住宅の月別電力需要の年平均値も大きい

傾向にある．なお，グループ 1 については，対象世帯が戸建住宅は 2 世帯，集

合住宅は 1 世帯しか存在しなかったため，例外的に集合住宅の電力需要が大き

くなったと考えられる． 

 

 

図 4-4 各グループの住居形態別の月電力需要の年平均値 
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なお，これまでの検討において，各世帯の電力需要の分布は概ね対数正規分

布で近似できることを把握している[4]．本研究で提案する手法の場合，各グルー

プの電力需要の平均値は，データベースを構築する際の各グループに属する世

帯の電力需要より算出するため，データベースを構築時の算出対象となる世帯

数が少ない場合，各世帯の電力需要のばらつきの影響を受けてしまう可能性が

ある．そこで，データベース構築に用いた 1720 世帯のデータについて，各グル

ープに分類した際の各世帯の電力需要のばらつきを評価した． 

図 4-5 および図 4-6 に各グループにおける各世帯の電力需要の分布を示す．

なお，同図では世帯数が 20 世帯以上のグループ（グループ 2～9，グループ 13

～14）のみを示す．同図において縦軸は各グループの世帯数によって規格化し

ている．同図より，いずれの分布の多少の偏りやばらつきはみられるものの，

概ね対数正規分布で近似できる．そこで，各グループにおける電力需要の平均

値について 95%信頼区間を算出し，当該平均値に対する 95%信頼区間の幅を算

出した．結果を図 4-7 に示す．同図より，各グループの世帯数が 100 世帯程度

であれば（グループ 2～9 が該当），95%信頼区間の幅は電力需要の平均値に対し

て 10%程度と小さいことが確認できた．世帯数が少なく平均値のばらつきが大

きくなってしまったグループ（グループ 13 および 14）については，今後対象世

帯を増やすことによって，供給対象世帯（数千～数万世帯程度）の分布と，デ

ータベース構築の際の世帯群における分布とが同様になることが期待できる． 
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(a)  グループ２          (b) グループ３ 

 

  

(c)  グループ４          (d) グループ５ 

  

(e)  グループ 6          (f) グループ 7 

 

図 4-5 各グループにおける各世帯の電力需要の分布 (1) 
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(g)  グループ 8          (h) グループ 9 

 

  

(i)  グループ 13          (j) グループ 14 

 

図 4-6 各グループにおける各世帯の電力需要の分布 (2) 

 

 

図 4-7 各グループにおける電力需要の平均値に対する 95%信頼区間の幅 
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4.4.4 各世帯属性における各グループの割合 

基礎的なデータベース構築にあたり，各世帯属性（住宅種別，居住地域，世

帯人数，契約容量，延床面積，世帯収入）における各グループに属する世帯の

割合を算出し，世帯属性の要素の変化と各グループの割合の変化について検証

した．前述の通り，世帯属性の要素の値が変化した場合に各グループの割合も

変化する世帯属性が分かれば，ある世帯群において当該世帯属性を調査し各グ

ループの割合を算出することができる． 

 

(1) 住宅種別 

全世帯および住宅種別の各グループの割合を図 4-8 に示す．同図より，全世

帯のうち，69%の世帯は月別電力需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率

が他の季節と比較して大きい世帯（グループ 3～6）のグループに属することが

分かる．近年は，エアコン等の性能向上により，空調に関して電気をエネルギ

ー源とした機器で行う家庭が増えてきている．そのため，夏期および冬期にお

いて電力需要が大きくなる傾向にある．加えて，文献[5]の通り，関東地方にお

いてはエネルギー消費量では冷房よりも暖房の方が電力需要は大きいことから，

月別電力需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率が大きい世帯が多いと

言える． 

各住宅種別においてその傾向を確認したところ，月別電力需要の年平均値に

対して冬期の需要の比率が大きい世帯の割合は，戸建住宅では 79%であるのに

対し，集合住宅では 55%である．集合住宅においては，床面積が小さい，周り

が他の世帯に囲まれている，と言った理由から暖房負荷が戸建住宅と比べて小

さくなる傾向にある．また，戸建住宅においては，オール電化住宅が約 200 世

帯含まれており，それらの世帯では給湯需要が電力需要としてカウントされる
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ため，冬期の需要がより大きくなる傾向にある．しかしながら，オール電化住

宅を除いた場合でも，戸建住宅においては月別電力需要の年平均値に対して冬

期の電力需要の比率が大きい世帯の割合は 75%であり，集合住宅と比較して，

より多くの世帯において冬期の電力需要の比率が大きい． 

 

 

 

図 4-8 全世帯および住宅種別の各グループの割合 
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(2) 居住地域 

図 4-9 に各都県別の各グループの世帯数比率を示す．いずれの都県でも月別

電力需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大き

い世帯（グループ 3～6）の割合が 62%以上を占めている．加えて，その割合は，

南関東（東京，神奈川，埼玉，千葉）よりも北関東（茨城，栃木，群馬）の方

が多く，南関東が 62～66%であるのに対し，北関東は 80～83%程度を占めてい

る．前述の通り，冬期の需要の増加は暖房需要や給湯需要に影響されているた

め，都県別の比率の違いは各都県の気温の違いが影響していると考えられる．

図 4-10 に月別平均気温について，南関東（観測地点：東京，神奈川（横浜），

埼玉（さいたま），千葉）と北関東（観測地点：茨城（つくば），栃木（宇都宮），

群馬（前橋））の各地域の月平均気温を示す[6]．同図より，各地域の月別平均気

温は，夏期（7～9 月）において平均 1.2℃，冬期（12～1 月）において平均 2.2℃，

北関東の方が南関東よりも低い．その影響から，北関東で南関東と比較して夏

期の冷房需要が小さく，冬期の暖房需要が増加したことが考えられ，前述の通

り，冬期の需要が大きい世帯の割合が高いと考えられる． 
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図 4-9 各都県別の各グループの割合 

 

 

図 4-10 各地域の平均気温 
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(3) 世帯人数 

図 4-11 に各世帯人数における各グループの比率を示す．同図より，月別電力

需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大きい世

帯（グループ 3～6）の割合は，世帯人数が増加するにつれて大きくなる．一方

で，月別電力需要の年平均値に対して夏期の電力需要の比率が他の季節よりも

大きい世帯（グループ 7～8, 12～14）の割合は，一人世帯では 37%であったが，

5 人以上の世帯ではその割合が 9%まで減少する．前述の通り，月別電力需要の

年平均値に対して夏期の電力需要の比率が他の季節より大きい世帯のグループ

については，月別電力需要の年平均値が他のグループと比較して小さいことが

確認できており，文献[7]の結果と同様に，世帯人数が少ないほど電力需要が小

さくなる傾向が確認できる． 

 

 

図 4-11 世帯人数別の各グループの割合 
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(4) 契約容量 

図 4-12 に各契約容量における各グループの比率を示す．同図より，月別電

力需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大き

い世帯（グループ 3～6）の割合は，契約容量が増加するにつれて大きくなり，

20A 以下ではその割合が 48%であったのに対し，6kVA 以上の世帯ではその割

合が 94%にまで上昇する．特に 50A 以上では契約容量の増加に伴い年平均消

費に対して冬期の電力需要の比率が大きく，夏期の電力需要の比率が小さいグ

ループ(グループ 5，6)の割合が増加する．これは当該契約容量では，オール電

化住宅の割合が増加していることが影響していると考えられる．実際に，各契

約容量において，60A の場合は 28%の世帯が，6kVA 以上の場合は 69%の世帯

がオール電化住宅である． 

 

 

図 4-12 各契約容量における各グループの割合 
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(5) 延床面積 

図 4-13 に各延床面積における各グループの比率を示す．同図より，世帯人数

の場合と同様に，月別電力需要の年平均値に対して冬期の電力需要の比率が他

の季節と比較して大きい世帯（グループ 3～6）の割合は，延床面積が増加する

につれて大きくなり，39m2 以下では 53%であるのに対し，150m2 以上では 86%

と 33%上昇する．このような変化の度合いは，世帯人数の場合とほぼ同等であ

る． 

 

 

図 4-13 各延床面積における各グループの割合 
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(6) 世帯収入 

図 13 に各世帯収入における各グループの比率を示す．同図より，他の世帯属

性の場合と同様に，世帯収入が増加するにしたがい，月別電力需要の年平均値

に対して冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大きい世帯（グループ 3

～6）の割合は大きくなる．その割合は，世帯収入が 200 万円以下では 61%であ

るが，1000 万円以上ではそ 71%と 10%増加する．ただし，世帯属性の要素が変

化した場合の変化の度合いは，他の要素と比較してあまり大きくない． 

 

 

図 4-14 各世帯年収における各グループの割合 
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(7) 住宅種別×世帯人数  

統計情報などから容易に取得できる世帯属性の組み合わせとして，本節(1)住

宅種別と本節(3)世帯人数の結果の組み合わせについて検討した．結果を図 4-15

に各住宅種別における各世帯人数での各グループの割合を示す．同図より，各

住居種別に分けても，(3)に記載した傾向と同様に，月別電力需要の年平均値に

対して冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大きい世帯（グループ 3～6）

の割合は，世帯人数が増加するにつれて大きくなる．ただし，(1)で述べた通り，

戸建住宅の方が集合住宅よりも当該グループの世帯が多い．その影響から，グ

ループ 3～6 の割合は，図 4-15(a)の戸建住宅においては 1 人世帯の場合は当該

グループの割合が 54%であったのに対し，5 人世帯の場合では 85%と 31%増加

していたが，図 4-15(b)の集合住宅においては，1 人世帯場合は 46%であったの

に対し，5 人世帯の場合では 70%と 24%しか増加しなかった． 
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(a) 戸建住宅 

 

 

 (b) 集合住宅 

図 4-15 各住宅種別における各世帯人数での各グループの割合 
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4.4.5 考 察 

本章での検討の結果，いずれの世帯属性においても，属性の要素の値によっ

て割合が変化するグループは，月別電力需要の年平均値に対して冬期または夏

期の電力需要の比率が他の季節と比較して大きいグループ 3～8 や グループ 12

～14 である．また，当該グループの割合は，住宅種別と世帯人数を組み合わせ

た場合，住宅種別によって変化の傾向が異なることが確認できた．一方で，世

帯属性の要素の値が変化したとしても割合があまり変化しないグループは，月

別電力需要の年平均値に対して冬期および夏期の電力需要が大きいグループ 1

～2 や，年間を通して変動の小さい世帯のグループ 9～11, 15 である．それらの

グループはいずれの世帯属性においても 1 割程度ずつを占めていることが確認

できた． 

 

4.5 月別の全世帯合計電力需要に関する予測の一例 

提案モデルは，予測対象世帯群において，どのような電力需要の傾向を持っ

た世帯がどの程度の割合で存在するかを予測し，合計の月別電力需要を予測す

るものである．そこで，提案モデルによる予測結果の一例として，前節に記載

した住宅種別×世帯人数別を世帯属性として用いた予測結果を示す． 

 

4.5.1 前提条件 

本節の検討では，上述 1,720 世帯からランダムに 100 世帯を抽出して予測対象

世帯群とした．また，残りの 1,620 世帯を学習用データとして，各グループの割

合および各グループの月別電力需要の平均値に関するデータベースを構築した． 

今回の予測結果の一例において予測対象世帯として抽出された世帯は，戸建

住宅：60 世帯，集合住宅：40 世帯が抽出された．抽出した 100 世帯における各
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住宅種別での世帯人数別構成割合を図 4-16 に示す．予測対象世帯群の月別電力

需要を予測するにあたり，データベースから各住宅種別における世帯人数別で

の各グループの割合を参照し，図 4-16 の各世帯人数に割り当て 100 世帯での各

グループの割合を予測する． 

 

 

図 4-16 抽出した 100 世帯における各住宅種別での世帯人数別構成割合 

 

4.5.2 予測結果 

図 4-17 に予測対象世帯群における各グループの割合（図中の予測）の予測結

果を示す．また，予測対象世帯群の月別電力需要について，前述の方法でグル

ープ化した際の各グループの割合（図中の 100 世帯）を同図に併記する．同図

に示す通り，提案手法では合計電力需要を予測するにあたり，どのような電力

需要の傾向を持った世帯がどの程度の割合で存在するかを把握できることがで

きる．今回の推定結果では，各グループの割合は概ね一致しているが，例えば
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図 4-17 各住宅種別におけるデータベースから算出した各グループの割合 

（図中の予測）と抽出した 100 世帯の各グループの割合 

 

図 4-18 に提案する予測モデルにおいてデータベースに保存されている各グ

ループの月別電力需要の平均値から予測した月別電力需要と，予測対象世帯群

の月別電力需要を示す．同図より，夏期の電力需要は一致しているが，冬期の

電力需要の予測値が大きいことが分かる．これは，前述の通り，冬期の電力需

要の比率が月別電力需要の年平均値に対して大きいグループ 6 の割合を実際よ

りも大きく推定したことが原因である．なお，予測結果について式(4.1) で算出

した年平均絶対誤差率は 8.9%であった． 
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ここで，P100(m)は予測対象世帯群の m 月における 100 世帯の電力需要の平均
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図 4-18 月別電力需要の予測結果 

 

4.5.3 推定結果についての考察 

本提案手法では前述の通り世帯数が少なく電力需要に偏りがある世帯群では

再現できない可能性がある．すなわち，データベース構築の際，各グループに

関して，十分にばらつきがならされる程度の世帯数が必要である．24 第 3 章で

述べた通り，電力需要のならし効果が飽和するには 50 世帯以上の世帯数が必要

である．今回は予測対象として 100 世帯を抽出して検討を行ったが，100 世帯で

は一部のグループの世帯数が少ないため，電力需要のばらつきが十分にならさ

れていなかったと考えられる．また，本研究では，各グループの割合を算出す

る際に一例として統計情報から容易に得られやすい世帯属性として住宅種別と

世帯人数別を用い，両者の重みを同じとしてとしている．今後，用いる属性の

種類や数，およびその組み合わせや複数の属性を用いる際の各属性の重みにつ

いては検討が必要であり，提案手法の特徴を活かすためにも，各グループの割

合を更に精度良く推定できる世帯属性を求める必要がある．加えて，他の地域

や偏った属性を持った世帯群に対しても同じデータベースから推定が行えるか
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検証する必要がある．さらに，提案手法が有効となる対象世帯数についても検

証の必要がある． 

 

4.6 第 4 章のまとめ 

本章では，公開されている統計情報や，新規参入電力小売事業者がユーザー

との契約情報から容易に入手できる住居形態，居住地，世帯人数等の世帯属性

情報を基に，どのような電力需要の傾向を持った世帯がどの程度存在するかを

把握でき，その情報を基に世帯群の合計の月別電力需要を簡易的に予測する手

法を提案した．また，提案手法の構築で必要となるデータベースについて，一

般世帯データを用いて行った基礎的検討結果について示した． 

その結果，今回の調査対象とした世帯は電力需要の傾向別に全 15 グループに

分類でき，特にその大半は冬期の電力需要の比率が他の季節と比較して大きい

グループに分類されることが分かった．また，当該グループの世帯は集合住宅

よりも戸建住宅に多く，世帯人数が増加するにしたがってその割合が増加する

ことが分かった． 

また，提案手法による推定結果の一例として，上述 1,720 世帯からランダムに

100 世帯を抽出し，残りの 1,620 世帯によってデータベースを構築し，抽出した

100 世帯における電力需要の傾向別の各グル―プの割合と当該割合に基づく合

計需要の推定を試みた．その結果，住宅種別世帯人数別の各グループの割合に

関するデータベースに基づき，提案手法を用いることで，各電力需要の傾向を

持った世帯の割合を把握することができ， 年平均月別絶対誤差率 8.9%で推定す

ることができた． 
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第5章 翌日電力需要予測モデル 

 

5.1 はじめに 

本章では，新規参入電力小売事業者が日々の翌日計画で活用できる翌日電力

需要予測について FC 世帯データを用いて検討した結果を示す．なお，提案する

予測モデルでは，第 3 章で得られた電力需要特性の情報を基に適切な特徴量を

選択することで，簡易的な手法でも実運用に耐え得るモデルとなることを期待

している． 

 

5.2 予測モデル 

本論文では，参照日の決定方法として，運用者が予測の根拠を想定しやすい

ように，日付または気温を基準とする簡易的な条件で抽出した過去のデータ参

照日の実績需要を用いた手法を検討する．なお，本予測は翌日計画での活用を

想定しているため，図 5-1 に示す通り，予測対象日の前々日までの電力需要デ

ータと気象実績，前日早朝に発表される気象予報（天候，最高気温，最低気温）

のみを用いて予測した． 

 

 

図 5-1 予測時に利用可能なデータ 

 

予測対象日 日・ ・ ・ ・

過去２日前までの

電力需要・気象実績

予測のタイミング（前日ＡＭ９時）

前日早朝発表の

気象予報
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5.2.1 日付を基準とした参照日決定方法 

日付を基準としたデータ参照日の決定方法に関して，以下の 5 つの方法を検

討した．図 5-2 に予測対象日が 30 日の場合における各手法の予測に用いる電力

需要データの参照日を示す．なお，以下に記載の条件に該当する参照日が存在

しない場合は前日値を用いた． 

 

 

図 5-2 予測対象日が３０日の場合における予測に用いる参照日の例 

 

【参照日の決定手法】 

Method 1：前日の同時刻の電力需要を予測値とする方法 

Method 2：直近の平日／休日の同時刻の電力需要を予測値とする方法 

Method 3：直近過去１週間の同時刻の電力需要の平均値を予測値とする方法 

Method 4：平日については過去 7 日間の，休日については過去 4 日間の 

同時刻の電力需要の平均値を予測値とする方法 

Method 5：過去４週間の同曜日の同時刻の電力需要の平均値を予測値とする 

方法 

 

X月
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日
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22 23 24 25 26 27 28

29 30 31

Method 5

予測対象日

Method 2 Method 1

Method 3

Method 4

Method 4

データ利用不可
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最も単純な手法として，前日の電力需要を参照する Method 1 を想定した．こ

れに対し，前述第 3 章の通り，平日と休日とで電力需要パターンに差があった

ことを考慮して Method 2 を想定した．ただし，特に冬期などは前日からの電力

需要の変化が大きいことから，直近日１日だけを参照日とした場合には電力需

要のばらつきによって誤差が大きくなることが予想されるため，Method 3 を想

定した．また，平日／休日で電力需要パターンが異なることに加えて，直近日

１日のみを参照した場合にばらつきが現れることを避けるため，平日／休日を

考慮して直近１～2週間の電力需要データを参照日とするMethod 4を想定した．

さらに，各曜日によって電力需要パターンが異なる可能性があり，かつ直近日

１日だけを参照した場合にばらつきが現れることを避けるため Method 5 を想定

した． 

 

5.2.2 気温を基準とした参照日決定方法 

前述第 3 章の通り，気温と電力需要との間には相関関係がみられた．そこで

簡易的に気温を基準として予測に用いる参照日を決定して予測する方法として， 

Method 6： 気温を基準として参照日を決定する方法 

を想定した．Method 6 では，以下の予測手順により予測を行う． 

(1) 予測に用いる参照日の抽出 

過去 X 日間において，実績気温が翌日の予報気温に対して±⊿t℃以内の日

を予測に用いる電力需要データの参照日として抽出する． 

なお，過去 X 日間において条件を満たす日が 3 日以上ない場合には算出不

可として前日の値を予測値とする． 

(2) 各時間帯の電力需要の平均値の予測 

前述第 3 章で定義した通り，1 日を 5 つの時間帯に分け，各時間帯において
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電力需要の平均値を予測する．予測方法は，(1)の条件で抽出された参照日の

電力需要の①単純平均，②気温に対する 1 次回帰式の 2 パターンにより予測

する． 

(3) 各時間帯の電力需要の平均値に対する 30 毎の比率の予測 

各時間区分の平均電力需要に対する 30 分毎の比率については，(1)の条件で

抽出された日の比率の単純平均により予測する． 

(4) 翌日電力需要の予測 

(2)で予測した各時間帯の電力需要の平均値に，(3)で予測した各時間帯の電

力需要の平均値に対する 30 毎の比率を掛け合わせることで，翌日電力需要

を予測する． 

なお，各抽出条件については，気温は最高気温または最低気温，X は 10～60

日まで 10 日刻み，⊿t は 1～15℃まで 1℃刻みを想定した．したがって，参照日

の抽出条件は，参照期間（6 通り）×⊿t（15 通り）×適用気温（2 通り）×算

出方法（2 通り）＝360 通りある．本論文では，後述 5.3.1 で示す評価指標に基

づき，各パラメータの組み合わせにおいて最も予測精度が良い手法を今回の手

法（Method 6）として採用した． 

なお，各 30 分コマ単位ではなく各時間区分単位において気温と電力需要との

関係を用いて予測した理由は，各 30 分コマの電力需要は日によって大きくばら

つくため，日の代表気温だけで電力需要の傾向を捉えることは難しいためであ

る．一例として，日平均気温が 10℃±10℃（＝0℃～20℃）の日における日平均

気温と 7 時の電力需要との関係を図 5-3 に示す．同図には日平均気温と電力需

要との 1 次回帰式も併せて示す．同図より，日平均気温と 7 時の電力需要とは

概ね 1 次回帰式で近似できるものの，日によっては近似式から大きく外れてい

る日も存在し，1 次回帰式の R2は 0.71 であった．そこで，電力需要と気温との
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関係が当該時間コマの傾向と似ている前後数時間の電力需要の平均値であれば，

より精度良く近似できることが期待されることに着目し，前述第 3 章で定義し

たように，時間帯別電力需要の傾向を考慮して 1 日を以下の 5 つの時間帯に分

け，各時間区分の平均値について電力需要と気温との関係を確認した．図 5-4

に，日平均気温が 10℃±10℃（＝0℃～20℃）の日における日平均気温と時間区

分 2（6：00-9：00）の電力需要との関係を図 5-4 示す．同図より，日平均気温

と 7 時の電力需要と比較してそのばらつきが小さくなり，1 次回帰式の R2は 0.82

であった．以上の理由から，本論文では前述の通り日平均気温と時間区分の電

力需要との関係を利用して予測を行った． 

 

 
図 5-3 7 時の電力需要と日平均気温との関係 

 

 
図 5-4 時間区分 2 の平均電力需要と日平均気温との関係 
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5.3 各データ参照日決定方法における予測結果 

5.3.1 予測結果の評価指標 

本章では，(5.1)式によって日別（1 日 48 コマ(30 分単位)）の平均絶対誤差（Mean 

Absolute Error 以降，MAE）を算出し，月，年といった各期間の平均値を算出す

るなどして予測精度を評価した． 

 

日別 MAE =  
∑ |𝑃𝑓(𝑡)−𝑃𝑜𝑏(𝑡)|48

𝑡=1

∑ 𝑃𝑜𝑏(𝑡)48
𝑡=1

× 100 [%] (5.1) 

 

ここで，𝑃𝑜𝑏(𝑡) および𝑃𝑓(𝑡) は，各 30 分単位の時刻 t における実測値および

予測値を示す． 

 

5.3.2 日付を基準とした参照日決定方法による予測結果 

図 5-6 に 5.2.1 で示した 5 つの手法の日別 MAE を示す．また，図 5-6 に各手

法で 1 年間予測した場合の日別 MAE の年平均値を示す．図 5-6 より，Method 5

を除き，いずれの手法でも日別 MAE の年平均値は 7～8%程度と同程度で予測で

きている．ただし，図 5-6 に示す通り，日によって最も予測精度の良い手法は

異なるため，年間を通して 1 つの手法で予測するのではなく，日ごとに最も予

測精度の良い手法を選択することができれば，予測精度を改善できる可能性が

ある．図 5-7 に各手法が最適な手法であった日数の割合を示す．同図より，日

別 MAE の年平均値が 5 つの手法の中で最も大きい Method 5 についても年間の

約 20%の日（72 日）において日別 MAE が最も小さかったことが分かる． 
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図 5-5 各手法の日別 MAE 

 

 

図 5-6 各手法の日別 MAE の年平均値 

 

 

図 5-7 最適な手法であった日数の割合 
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各データ参照方法の違いが予測精度に与える影響について，以下のように考

察する． 

(1) 曜日（平日／休日）を考慮して参照日を決定した場合 

Method 1 と Method 2 を比較した場合，日別 MAE の年平均値は 0.6%向上

した．前述第 3 章の通り，日平均電力需要については曜日によって大きさ

は変わらないが，時間帯によっては電力需要の大きさが平日／休日によっ

て異なっているため，曜日を考慮することで予測誤差を低減できた． 

(2) 過去数日を参照日として抽出した場合 

Method 2 と Method 4 を比較した場合，日別 MAE の年平均値は 0.8%向上

した．前述第 3 章の通り，前日のみを参照日とした場合に，特に冬期など

は電力需要のばらつきが大きいため誤差が大きくなる．過去数日の平均値

を予測値とすることで，日々の電力需要の変動の影響を避けることができ

るため，予測誤差を低減できた． 

(3) 曜日（平日／休日）を考慮して過去数日を参照日とした場合 

5 つの手法の中で，平日／休日の条件の一致する過去数日間の平均値を予

測値とする手法（Method 4）が最も予測精度が良かった．(1)および(2)の

効果が組み合わさることで予測誤差を更に低減することができた． 

(4) 同じ曜日のみを参照日とした場合 

Method 5（過去 4 週間の同曜日の平均値）の日別 MAE の年平均値は 10.4%

と他の 4 つの手法と比較して 2～3%程度悪かった．これは，冬から春に季

節が変わる 3月などにおいて同じ曜日のデータを 1カ月近くさかのぼると，

電力需要の傾向が予測対象日と参照日との間で変わってしまうため，予測

精度が大幅に悪化する日が存在すると考えられる． 

ただし，図 5-7 に示した通り，年間の 20%日においては曜日によって電力
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需要パターンが異なることを考慮して予測すべきであったため，同じ曜日

のみの参照によって予測精度が改善する日もあると考えられる． 

結果として，上記 5 手法の中では Method 4 が最も予測精度が高く，日別 MAE

の年平均値が 7.5%で予測できた．また，日付を基準として参照日を決定する場

合には，①平日／休日を考慮して参照日を設定する，②予測値を過去数日の平

均値とする，③同じ曜日を参照日として設定する，の 3 パターンを組み合わせ

ることで予測精度をさらに向上できる可能性があることが分かった． 

 

5.3.3 気温を基準とした参照日決定方法による予測結果 

図 5-8 に参照期間を 20 日間とした場合の各パラメータにおける日別 MAE の

年平均値の一例を示す．同図より，抽出データの単純平均で推定する場合，対

象温度範囲を広げることで参照データの数は増えるが，温度範囲を広げすぎる

と誤差が大きくなる．例えば，前述図 5-4 に示す通り，参照気温幅⊿t＝10℃と

した場合，参照日の電力需要は 500Wh/h～1400Wh/h であり変化が大きい．した

がって，参照日の電力需要から単純平均値を予測値とする場合には，⊿t をなる

べく狭くして予測する必要があると考えられる．また，温度範囲をある程度広

げると，対象期間の大半の日が参照日となるため，⊿t が 10℃以上の場合には

MAE の年平均値は変わらなかった． 

一方で，1 次回帰式で算出する場合，温度範囲が狭いと少ないデータ数で回帰

式を算出するため誤差が大きい．しかし，温度範囲をある程度以上広げること

で，適切なデータ数で回帰式を算出でき，誤差が低減できることが分かる．ま

た，算出時に適用する気温について最低気温と最高気温を比較した場合，日別

MAE の年平均値は最低気温の方が小さい．これは各予報気温の予測精度が影響

している．図 5-9 に本研究で用いた気温の予報値と実測値との差（予報値が大
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きい場合はプラス）の頻度分布を示す．一般に，最低気温は明け方に記録され，

計測時刻のばらつきは小さい．それに対して，最高気温は計測時刻が基本的に

は昼過ぎではあるものの，気象条件によってその時刻はばらつきやすく，値も

当日の天候などの影響により変動しやすい．その結果，予報値と実測値の絶対

誤差の平均値は，最高気温では 1.3℃，最低気温では 1.0℃であり，最低気温の

方が予報値の誤差は小さい．また，最低気温の方が最高気温よりもばらつきが

小さく偏りも小さい．更に，前述 3.2 の，最低気温に対する電力需要のばらつき

のほうが，最高気温に対する電力需要のばらつきよりも小さい．以上の理由か

ら，1 次回帰式を用いて電力需要を予測する場合には最低気温を用いた方が予測

精度は良かったと考えられる． 

 

 

図 5-8 参照期間 20 日とした際の各パラメータでの予測結果 
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図 5-9 気温の予報値と実測値との差の発生頻度 

 

図 5-10 に最低気温を用いて 1 次回帰式を算出して予測する場合の各パラメー

タでの予測結果を示す．同図より，前述の通り参照気温範囲を広げることで適

切なデータ数で回帰式を算出でき，誤差が低減できることが分かる．ただし，

参照期間を 40 日以上に広げると，気温と電力需要との関係が予測対象日とは異

なる時期のデータを参照して回帰式を算出してしまうため，予測誤差が増加す

ることが分かる． 

 

 

図 5-10 各パラメータで最低気温を用いて 1 次回帰式により予測した結果 
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なお，今回提案した手法では，各パラメータについて，参照期間：20 日間，

⊿t：11℃，使用予報気温：最低気温，算出方法：1 次回帰式と設定した場合が

最も予測精度は良く，日別 MAE の年平均値 7.0%で予測できた．以降は，本パ

ラメータでの予測を Method 6 として記載する． 

 

5.3.4 予測結果のまとめ 

前述のように，日別 MAE の年平均値で評価した場合，6 手法の中では Method 

6 が最も予測精度が良く 7.0%で予測できた．図 5-11 に本章で検討した代表的な

3 手法として，平日／休日を考慮した前日値 (Method 2)，平日／休日を考慮し

た過去 X 日間の平均値 (Method 4)，気温を基準とした参照日決定方法 (Method 

6)の日別 MAE の年間の変化を示す．また，同図には過去 5 日間の最低気温の平

均値と当日の最低気温との偏差も示す．同図より，大半の日において Method 6

が 3 手法の中で最も日別 MAE が小さく，特に最低気温の変化が大きい冬期や春

を中心に日別 MAE が小さい．また，日別 MAE が 10%以上を記録するは，Method 

2 では 90 日，Method 4 では 80 日，Method 6 では 63 日と，他の 2 手法と比較し

て少なかった．ただし，提案した 6 手法の中では日によって最も予測精度が良

い手法が異なる．したがって，年間を通して 1 つの手法で予測するのではなく，

簡易的な条件に基づいて 6 手法を使い分けることで予測精度の改善が見込まれ

る．Method 6 において日別 MAE が大きい，または他の手法の方が日別 MAE の

小さい期間として次の 5 種類の期間・日が挙げられる． 

 

 

 

 



101 

 

【対象期間】 

(1) 冬期 

(2) 特異日（正月，お盆，GW） 

(3) 中間期（平均気温が 20℃前後の月） 

(4) 雨期（6 月および 9 月） 

(5) 前日から気温が大きく変化した日 

 

次節ではこれらの期間・日について，Method 6 をベースとして Method 1～5

を併用することで予測精度向上の可能性を検討する．なお，上記(2)～(4)につい

ては，第 3 章において気温と需要との相関関係が崩れると述べた時期と一致し

ている． 

 

 

図 5-11 各手法の日別 MAE と気温変化 
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5.4 複数の手法の組み合わせによる予測精度の改善効果 

本章では，前章で記載した Method 6 の予測精度が悪化する 5 種類の期間・日

において，それぞれ改善策を検討する．以降では，改善策を適用した手法を

Method 7 として述べる． 

 

5.4.1 冬期 

図 5-12 に Method 6 による冬期の予測結果の一例として，2013/1/21(月)～

2013/1/24(木)の電力需要の実測値およびの予測値を示す．Method 6 は，過去数日

の参照日における気温と電力需要との関係を用いて各時間区分の電力需要の平

均値を予測し，各時間区分の電力需要の平均値に対する 30 分毎の変動は参照日

の比率の単純平均としている．そのため 1 月など冬期の様に日々の時間帯別の

電力需要の変動が大きい時期は 1 日の中での大まかな電力需要の変化は捉えら

れるが，30 分単位での細かな変動は捉えきれていない． 

そこで，30 分単位での細かな変動を捉えるために，時間区分の平均値に対す

る 30 分毎の比率の予測モデルの改善を試みた．30 分毎の比率の予測方法につい

ては，5.3.2 節の予測結果において効果があった以下の 3 つの候補において，過

去 7 日間における最適候補（予測誤差が最小の候補＝本来選択すべきであった

候補）を時間区分毎に確認し，3 種類の候補の中から最頻出の方法を選択する

手法を採用した． 

【30 分ごとの比率の予測候補】 

候補 1：平日／休日を考慮した前日値 

候補 2：平日／休日を考慮した過去数日間の平均値 

（平日：7 日間，休日：4 日間） 

候補 3：過去 4 週間の同曜日の平均値 
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図 5-13 に冬期(2012/12～2013/2)における Method 6 と Method 7(冬期の改善の

み行った場合)の日別 MAE を示す．Method 6 と Method 7(冬期の改善のみ行った

場合)では，各時間帯の電力需要の平均値は等しいため，各時間帯の電力需要の

平均値に対する 30 分単位の比率が改善された場合に日別 MAE が小さくなる．

同図より，前述の 2013/1/21(月)～2013/1/24(木)については，Method 6 では日別

MAE の平均値が 7.4%であったのに対し，Method 7 では 6.7%と 0.7%の改善が見

られた．また，他の日についても基本的には Method 7 の方が日別 MAE は小さ

く，30 分単位での細かな変動を捉えることができたと言える． 

なお，30 分単位での細かな変動を捉えることは，効果の差はあるものの全て

の期間において有効であると考えられるため，後述 5.4.2～5.4.5 の Method 6 以外

の方法を用いる日を除き，年間を通じて適用することで予測精度の改善を図っ

た．図 5-14 に Method 6 と Method 7(冬期の改善のみ行った場合)の日別 MAE の

月平均値を示す．同図より，前述の通り 30 分単位の細かな変動を捉えることが

でき，冬期を中心に日別 MAE の月平均値で 1%前後の改善が見られた． 

 

 

図 5-12 Method 6 における冬期の予測結果 
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図 5-13 Method 6 と Method 7(冬期の改善を適用した場合)の日別 MAE 

 

 

図 5-14 Method 6 と Method 7(冬期の改善を全ての月に適用した場合)の 

日別 MAE の月平均値 
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5.4.2 特異日（正月，お盆，ゴールデンウィーク） 

図 5-15(a)にお盆(8/13(月)-8/15(水))の，(b)に正月(1/1(水)～1/3(金))の，(c)に

GW(5/3(金)～5/5(日))の予測結果を示す．同図に示す期間のような特異日におい

ては，Method 6 では予測精度が悪化していた．これらの特異日は，前述第 3 章

の通り，多くの人が長期休暇をとり，基本的には休日と同様のパターンの世帯

が多いことが想像される．しかし，一部の世帯は暦通り平日の生活をしていた

り，帰省等により長期に外出していたりすることもあり，通常の休日とは電力

需要パターンが異なる場合もあると考えられる．このため，直近の気温と電力

需要との関係性が崩れ，予測精度が悪化したと考えられる．そこで，当該期間

のデータが得られた際には速やかにその値を用いた方が良いと言え，これらの

特異日においては，前日値(Method 1)を用いて予測することとした．その結果，

お盆(8/13(月)-8/15(水))と GW (5/3(金)～5/5(日))においては期間中の日別 MAE の

平均値は Method 6 に対して Method 7 では 4%程度低減できた．一方で，正月

(1/1(水)～1/3(金))については，Method 6に対しMethod 7では1.5%程度増加した．

本来は，これらの特異日については，過去の特異日の傾向（前年の同日値など）

を踏まえて予測することが望ましい．今後，他の年のデータを収集できた際に

は参照日の変更を検討する予定である． 
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(a) お盆(8/12(日)-8/15(水)) 

 

 

(b) 正月(1/1(水)～1/3(金)) 

 

 (c) ゴールデンウィーク(55/3(金)～5/5(日)) 

図 5-15 休日が連続で続く期間の予測結果 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

電
力

需
要

[
W

h
/
h
]

時刻
8/12 8/13 8/14 8/15

実測値 Method 6

0

400

800

1200

1600

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

電
力

需
要

[
W

h
/
h
]

時刻
1/1       1/2 1/3

実測値 Method 6

0

200

400

600

800

1000

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

3
:0

0

9
:0

0

1
5
:0

0

2
1
:0

0

電
力

需
要

[
W

h
/
h
]

時刻
5/3       5/4 5/5

実測値 Method 6



107 

 

5.4.3 中間期（平均気温が 20℃前後の期間） 

FC 世帯データが計測された 2013 年 5 月の日平均気温の月平均値は 21.6℃で

あり，前述図 3-3 において気温が変化しても電力需要があまり変化しない日平

均気温が 20℃前後の時期にあたる．また，前述図 3-9 に示す通り，前日と比較

して日平均気温が 3℃程度変化したとしても当日の日平均電力需要はほとんど

変化していない．したがって，当該期間においては，気温でデータ参照日を選

定するのではなく，直近過去数日の平均値で予測する方が良いと予想される．

図 5-16 に東京都における 2005 年 1 月～2015 年 12 月の 10 年間の月平均気温の

平均値を示す[1]．中間期に該当する期間については，同図の月平均気温の平均値

が 20℃±5℃にあたる月として 5 月，6 月，9 月，10 月が挙げられる．6 月や 9

月は夏期に近い気候であることから，6 月の最終週と 9 月の第一週，および 6 月

と 9月において予報最低気温と過去 5日間の平均最低気温の差が 3℃以上の日を

除いた期間を本手法では中間期として定義する．中間期においては，平日／休

日を考慮した直近過去数日間の平均値（Method 4）を用いて予測することとした．

その結果，5 月，6 月，9 月，10 月における日別 MAE の月平均値は，Method 6

に対して Method 7 において 0.2～3%程度向上し，中間期においては本改善策に

よって予測することで予測精度が向上できることを確認した． 
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図 5-16 過去 10 年の月平均気温の平均値 

 

 

5.4.4 雨期（6 月および 9 月） 
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当日の昼の天気概況を示す．6 月と 9 月は前述 5.3 節において中間期と定義し電

力需要の変動が小さい月ではあるが，同月内において天候不順が続いた際には，
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においては，過去の気温と電力需要との関係性が崩れ，直近 1 週間程度の電力

需要の大きさとも異なる可能性が高いため，前日値を参照して予測した方が良

いと考えられる．そこで，以下の 4 つの判定基準を満たした場合には，雨期と

判断して前日値(Method 1)を用いて予測することとした． 
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なお，閾値 X について，0%(本改善策を適用しない場合)から 180%（本改善策

を全ての日で適用した場合）まで変化させた際の 6 月と 9 月の日別 MAE の月平

均値，および両月の平均値を図 5-17 に示す．同図より，X=60%の際に日別 MAE

の 2 か月の平均値が最小となったため，本研究では X=60%とする 

 

 

図 5-17 各閾値 X での予測結果 

 

本改善策を適用することで，Method 6 における日別 MAE の 9 月の月平均値は

10.7%であったのに対し，Method 7 では 7.6%に低減することができた．また，6

月についても，Method 6 の 5.2%に対し Method 7 では 5.1%と若干の改善が見ら

れた． 

なお，本研究では，新規参入事業者が需要予測を行う際に容易に入手できる

実績値や予報値として考えられる日照時間および天候を用いて雨期として予測

する条件を上記の内容としたが，今後は別の条件（梅雨入り情報，湿度，降水

量，雲量，等）によって判定した場合の予測精度についても検討が必要である． 
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5.4.5 気温が極端に変化した日 

図 5-18に１年の中で予測結果の最も悪かった 2013/2/2(土)の予測結果を示す．

同日は，過去 5 日間の最低気温の平均値が 1.9℃であったのに対し，当日の最低

気温が 11.7℃と急に暖かくなった日であった．その結果，予測に用いた 1 次回

帰式について，参照日として最低気温が 0℃～3℃の日が抽出されて回帰式を算

出しているのに対し，予報気温 10℃を用いて各時間帯の平均値を算出したこと

から，図 5-18 の通り時間区分 3 の時間帯において，異常な値を予測する結果と

なった．このように気温が極端に変化した日においては，参照期間を延ばすこ

とで，より当日の気温に近い日を参照して回帰式を算出できると予想される．

そこで，参照期間内に予報気温に対して偏差が 5℃以内の日が無い場合には，よ

り予報気温に近い日を拾うように，参照期間を 2 倍にして回帰式を算出するこ

ととした．なお，今回使用したデータにおいては，参照期間内に予測日の予報

最低気温に対して最低気温の実績値との偏差が 5℃以内の日が無い場合は，図

15 に示した 2013/2/2 だけ(土)であった．同日について，参照期間を 2 倍にして

予測を行ったところ，正しく 1 次回帰式を算出でき，日別 MAE は 21.5% であ

ったのが 7.6%に低減できた．他にも予測誤差が多い日などは同様の影響が考え

られるため，どのような条件の日において参照期間を延ばす必要があるのかは

今後検討が必要である． 
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図 5-18 2013/2/2 (土)の予測結果 

 

5.4.6 予測精度の改善結果 

図 5-19 に Method 6 と Method 7 の日別 MAE を示す．また，図 5-20 に Method 

6 と Method 7 の日別 MAE を降順整列した結果を示す．年間を通して気温を基準

として参照日を決定した場合の Method 6 においては日別 MAE の年平均値 7.0%

であったが，Method 7 では 6.2%で予測できた．また，図 5-20 に示す通り，Method 

7 では日別 MAE が 10%以上と予測誤差が大きい日について予測精度を向上でき

ており，その日数は Method 6 では 63 日であったのに対し，Method 7 では 45 日

に低減できた．また，5.4.1 に示した通り，Method 7 では全期間を通じて 30 分単

位での細かな変動を考慮できたことから，図 5-19 に示す通り，年間の 75%（273

日）において Method 7 の日別 MAE は Method 6 の日別 MAE と同じまたは小さ

かった．逆に Method 7 の日別 MAE の方が大きくなった日は年間の 25%（90 日）

あったが，日別 MAE の増加は年平均で 0.8%程度に留まった．したがって，本

論文に記載の通り，気温をベースとした予測モデルにおいて，簡易的な条件に

より日付を基準とした予測モデルとを組み合わせることで，予測精度を改善で

きることを確認した． 
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なお，今回の手法の組み合わせにおいて，想定と異なった内容としては，雨

期の気温と電力需要との関係の崩れがあげられる．他の季節の雨の日は気温と

電力需要との関係が崩れないため，今後更なる電力需要の特性分析を行うこと

で，予測精度の改善ができる可能性がある． 

 

 

図 5-19 各手法の日別 MAE 

 

 

図 5-20 各手法の日別 MAE (降順並べ替え) 
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5.5 予測モデルの適用効果 

本節では，本論文で提案した手法（Method 7）の適用の効果として，インバラ

ンス料金をどの程度回避できるかについて，Method 1～6 の結果と比較してその

効果を検証する．なお，各種価格の想定は以下の通りとした． 

(1) 電力仕入単価 

2012 年 8 月～2013 年 7 月の東京エリアスポット価格[2]  

(2) 託送料金価格 

東京電力パワーグリッド(株)の電灯標準接続送電サービス SB 主開閉器契約

[3]を想定． 

(3) 電力販売単価 

電力販売価格として，東京電力エナジーパートナ―(株)の従量電灯 B 40A 契

約[4]を想定．月々の使用量に基づき電力販売単価を算出． 

(4) インバランス単価 

託送供給等約款料金算定省令[5]で定義されたインバランス単価の式を基に，

簡易的にα=1，β=2.63 円/kWh(=2016 年度の東京エリアのβ[6])とし，2012

年8月～2013年７月のシステムプライス[2]を基に以下の式にて時間毎に算出． 

  インバランス単価＝α×システムプライス＋β 

(5) 余剰インバランスコスト 

余剰インバランスは，本来は電力販売価格にてユーザーに販売できた電力を

インバランス単価によって送配電事業者に引き取られたと想定し， 

 インバランス量×（電力販売単価－インバランス単価） 

により算出． 

(6) 不足インバランスコスト 

不足インバランスはインバランス単価により送配電事業者から補填される
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と想定し， 

 インバランス量×インバランス単価 

により算出． 

 

図 5-21 に上記の想定に基づいて算出した各手法のインバランスコストを示

す．同図より，Method 7 とすることで，想定されるインバランスコストは 5,700

円/世帯・年であり，Method 1～6 と比較してインバランスコストを 10～40%削

減することができた．また，各手法に対する Method 7 でのインバランスコスト

の削減量は，全世帯の平均電力需要の世帯に対する上記(1),(2)で想定された供給

コスト（電力仕入コスト＋託送コスト）の 0.5～2.9%に相当する．一般に電気事

業者の利益は数%程度と言われている[7]．そのような薄利多売の事業の中で，本

論文で提案するような大きな投資を必要としない簡易的な予測によって数%の

供給コストを低減できることは，新規参入電力小売事業者にとって十分なメリ

ットと考えられる． 

 

 

図 5-21 各手法のインバランスコスト 
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5.6 第 5 章のまとめ 

本章では，電力小売全面自由化を受けて家庭向けの電力小売事業に新規参入

した事業者が，翌日計画で活用できる電力需要の予測モデルについて検討を行

った．その際に，機械学習等によって予測の過程をブラックボックス化するの

ではなく，簡易的な過去のデータ参照のみを用いて運用者が直観的・定性的に

理解しやすい予測方法について，いくつかの方法を提案してそれぞれの予測精

度を評価し，各手法を簡易的な条件に基づいて組み合わせる手法を検討した． 

その結果，各時間区分の平均値を予測する場合には，気温を基準とした参照

日決定する方が，日付を基準として参照日を決定するよりも予測精度が良いこ

とが確認できた．また，各時間区分の平均値に対する 30 分ごとの比率について

は，①平日／休日を考慮した前日値，②平日／休日を考慮した過去数日の平均

値，③同じ曜日の過去数日の平均値，といった３パターンを組み合わせて予測

することで予測精度が改善できることが確認できた．更に，特異日（正月，お

盆，GW），中間期（平均気温が 20℃前後の月），雨期（6 月および 9 月），およ

び気温が急激に変化した日については，日付を基準とした参照日決定方法に変

更することで，当該期間の日別MAEを数%程度改善できていることを確認した．

結果として日別 MAE の年平均値は 6.2%で予測できた． 

なお，本予測モデルを用いることで，年間を通して同じモデルで予測する場

合と比べて，ある想定の下でのインバランスコストを 10～40%低減することが

でき，それらは供給コスト（電力仕入コスト＋託送コスト）の 0.5～2.9%に相当

する．一般に電気事業者の利益は数%と言われている．そのような薄利多売の事

業の中で，本論文で提案するような大きな投資を必要としない簡易的な予測に

よって数%のコスト低減できることは，新規参入事業者にとって非常に有用であ

ると考えられる． 
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第6章 当日リアルタイムで計測した少数代表世帯の 

電力需要を用いた全世帯の電力需要の 

予測モデル 

 

6.1 はじめに 

本章では，新規参入電力小売事業者が，当日の需給状況を把握する際に，全

世帯のデータを単純に集計するのではなく，一部少数の代表世帯のリアルタイ

ムのデータを用いて，30 分単位（1 日 48 コマ）で全世帯の平均電力需要を予測

するモデルを検討する．本章の検討では FC 世帯データを利用した．本モデルの

考え方は大量に分散導入された再生可能エネルギーの合計出力を予測するモデ

ル[1]～[3]と類似している．しかし，これまで本検討のように電力需要について同

様の検討は行われていない． 

なお，当日の需給状況を予測した結果を基に，翌日電力需要予測で予測して

いた数時間先の電力需要予測値を補正することが想定されるため，簡易的な 1

時間先電力需要予測モデルとの組み合わせについても検討する． 
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6.2 全世帯平均電力需要の把握方法の概要 

当日リアルタイムでの電力需要の把握は，図 6-1 に示す通り①代表世帯の選

定，②全世帯の平均電力需要の把握，の 2 つのステップから構成されている． 

 

 

図 6-1 把握の流れ 

 

6.2.1 代表世帯の要件 

電力小売事業者は，月に一度は電気料金精算のために全ての世帯のデータを

集計する．そこで，代表世帯の選定は毎月末に実施されると想定した． 

第 2 章で述べたように，FC 世帯データは一部データ欠損している世帯がある．

代表世帯数は数十世帯を想定しているため，一部の世帯のデータが欠損してい

ると代表世帯の需要特性に大きな影響を与えることが予想される．そこで，そ

れらのデータ欠損の影響を避けるために，代表世帯は以下の要件を満たした世

帯から選定することとした． 

(1) 前月において，80%以上の日においてデータが存在する． 

(2) 当月において，データ欠損日が 1 日以下である． 

なお，ある日のデータ欠損の有無は当該日において 30 分単位のデータが全て

存在しているかで判定を行った．もし，1 コマでもデータが欠損している場合に

は，当該日はデータ欠損日としてカウントして当該世帯のデータは利用しない

提案するモデルの概要

数百～数万世帯

10～50 世帯程度

②リアルタイムで計測した
代表世帯の電力需要を

用いて全世帯の
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全世帯の平均電力需要
①全世帯から代表世帯を抽出
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こととした．将来は，家庭の電力需要データは全てスマートメータで取得され，

システムも習熟してくることが予想されるため，このようなデータ欠損に対す

る対策は実運用時には不要と考えられる． 

 

6.2.2 代表世帯の選定方法 

本研究では，全世帯の 30 単位（1 日 48 コマ）の平均電力需要と似たような電

力需要の世帯を代表世帯として選定する．代表世帯の選定条件の指標として，

以下の式 6.1 によって算出される全世帯の時間帯別平均電力需要と代表世帯の

時間帯別電力需要との絶対平均誤差(MAE)を全世帯の時間帯別平均電力需要で

規格化した値を用いた． 

 

𝑀𝐴𝐸 =  
1

𝑛
∑

∑ |𝑃𝑖(𝑡)−𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑡)|48
𝑡=1

∑ 𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑡)48
𝑡=1

× 100 [%]𝑛
𝑑=1   (6.1) 

 

ここで，𝑃𝑖(𝑡)は代表世帯の電力需要を， 𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑡)は全世帯の平均電力需要を，n

は前月の日数をそれぞれ示す． 

式 6.1 により算出された MAE が低い世帯は，各時間帯における電力需要が全

世帯の平均電力需要と類似した世帯であることが期待できる．そこで，毎月末

に以下の方法により代表世帯を選定する． 

(1) 各世帯の MAE を計算する． 

(2) 各世帯を MAE により昇順に並べる． 

(3) MAE の小さい順に X 世帯を代表世帯として抽出する． 
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6.2.3 全世帯合計需要の把握方法 

本論文では，以下の 3 つの全世帯平均電力需要の把握方法を提案する．なお，

以下での「推定対象日の前日」は，推定対象日と同じ曜日，つまり推定対象日

が平日であれば直近の平日，推定対象日が土日祝日であれば直近の土日祝日を

示している． 

(1) Method 1: 

最も簡単な手法として，推定対象日にリアルタイムに取得した代表世帯の

平均電力需要を全世帯の平均電力需要とみなして推定する． 

(2) Method 2 

推定対象日の前日における代表世帯の平均電力需要と全世帯の平均電力

需要との 1 次回帰式を算出する．算出した 1 次回帰式に，推定対象日にリ

アルタイムで取得した代表世帯の平均電力需要を代入し，全世帯の平均電

力需要を算出する． 

本手法は，中間期など電力需要パターンが日々あまり変化しない時期に有

効であることが期待される． 

(3) Method 3 

推定対象日の前日の各 30 分コマ単位において代表世帯の平均電力需要と

全世帯の平均電力需要との比率を算出する．算出した比率に，推定対象日

にリアルタイムで取得した代表世帯の平均電力需要を乗じることで全世

帯の平均電力需要を算出する． 

本手法は，冬期や夏期など，電力需要パターンが日々大きく変化する時期

に効果があることが期待される． 
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6.3 全世帯の平均電力需要の予測結果 

6.3.1 評価指標 

本章では，前章と同様に式 6.2 で算出される日別 MAE を月別，年別，に集計

することで評価した．  

 

𝑀𝐴𝐸 =  
∑ |𝑃𝑒𝑠𝑡(𝑑,𝑡)−𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑑,𝑡)|48

𝑡=1

∑ 𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑑,𝑡)48
𝑡=1

× 100    (6.2) 

 

ここで，𝑃𝑒𝑠𝑡(𝑑, 𝑡)は推定した電力需要，𝑃𝑎𝑙𝑙(𝑑, 𝑡)は全世帯の平均電力需要をそ

れぞれ示す．また，代表世帯は 10世帯～200世帯の 10世帯刻みで評価を行った．

また，評価対象期間は 2012/8/1 ～2013/7/31 の一年間とした． 

なお，本手法は当日値を用いて全世帯の平均電力需要を予測しようとするた

め，少なくとも第 5 章で示した翌日電力需要予測モデルよりも精度良く把握す

ることが求められる．そこで，以下の予測結果の評価においては，翌日電力需

要予測モデルの予測結果と比較する． 

 

6.3.2 日別 MAE の年平均値の比較 

図 6-2 に各手法の日別 MAE の年平均値を示す．同図には翌日電力需要予測の

日別 MAE の年平均値を合わせて示す．同図より，Method 2 と Method 3 につい

ては，代表世帯数が 30 世帯で翌日電力需要予測とほぼ同程度の日別 MAE の年

平均値となり，40 世帯以上であれば翌日電力需要予測よりも日別 MAE の年平

均値が小さくなる．3 つの手法の中では Method 3 が最も予測精度が良かった．

一方で，Method 1 は，いずれの世帯数においても日別 MAE の年平均値が翌日電

力需要予測より小さくなることは無かった．さらに，Method 1 では，70 世帯を
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超えると日別 MAE の年平均値は大きくなる傾向にある．これは，代表世帯数を

増加させると，全世帯の平均電力需要に対する MAE が大きな世帯が代表世帯と

して選定されるため，代表世帯の平均電力需要を補正せずに全世帯の平均電力

需要として予測すると誤差が大きくなってしまうためである． 

代表世帯が 30世帯の場合，日別MAEの年平均値はMethod 1では 6.6%，Method 

3 では 6.5%であった．翌日電力需要予測の日別 MAE の年平均値は 6.2%である

ため，全世帯の内 5～10%程度(30～50 世帯程度)の代表世帯の電力需要を当日リ

アルタイムで取得し，全世帯の合計需要を予測することで，翌日電力需要予測

とほぼ同程度の精度で把握できることが分かった． 

 

 

図 6-2 各手法の日別 MAE の年平均値 

 

図 6-3 に各手法の日別 MAE が翌日電力需要予測における日別 MAE よりも小

さかった日数を示す．同図より，代表世帯数が 30 世帯の場合，Method 2 と Method 

3 は年間の内 50%の日のみ翌日電力需要予測よりも日別 MAE が小さかった．日

別 MAE の比率が小さかった日の割合は，代表世帯数が増加するにつれて増加し，

代表世帯数が 100 世帯の時に約 80%に達した．しかし，世帯数が 100 世帯以上

に増加しても，その割合の増加傾向は飽和していることが分かる．また，代表
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世帯の電力需要を用いて全世帯の平均電力需要を予測する段階において誤差が

あるため，全世帯を代表世帯として選定しても予測誤差がゼロになるわけでは

ない．したがって，翌日電力需要予測の予測精度が良い日などにおいては，大

半の世帯を代表世帯として選んだとしても予測誤差は大きくなる． 

 

 

図 6-3 各手法の日別 MAE が翌日電力需要予測よりも小さかった日数 

 

6.3.3 日別 MAE の比較 

図 6-4 に代表世帯数が 30 世帯の場合の Method 2 および Method 3 の日別 MAE

を示す．同図には，翌日電力需要予測の日別 MAE を合わせて示す．同図より，

Method 2 や Method 3 の方が翌日電力需要予測よりも日々の日別 MAE のばらつ

きが小さい．特に冬期（11 月～1 月）は翌日電力需要予測の日別 MAE は大きく

なっているが，Method 2 や Method 3 は大半の日において日別 MAE を低減でき

ている．一方で，中間期（5 月や 10 月）の様に，日々の需要変動が小さい時期

で翌日電力需要予測の日別 MAE が小さい時期は，Method 2 や Method 3 の方が

大半の日において日別 MAE が大きくなっている．しかし，Method 2 や Method 3

の方が日別 MAE の大きな日においても 6%程度の日別 MAE で全世帯の合計需

要を予測できている． 
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日々の電力需要や気温の変化が大きい 3 月については，翌日電力需要予測の

と同様に Method 2 や Method 3 の日別 MAE も大きく，10%を超える日が多くあ

った． 

なお，Method 2 と Method 3 を比較した場合，日別 MAE が小さい手法は日に

よって異なっている．ただし，Method 2 において日別 MAE が 10%を超えて誤差

が大きい日については，Method 3 においても日別 MAE が大きくなっている傾向

がみられる． 

 

 

図 6-4 各手法の日別 MAE 
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6.4 提案手法の改善に向けた検討 

6.4.1 予測誤差の原因 

全世帯合計需要を予測する際の誤差の原因として，以下の理由が考えられる．

本節では，これらの原因について分析し提案モデルの改善を図る． 

(1) 代表世帯の選定方法 

前月の代表世帯と全世帯との電力需要の関係から代表世帯を選定してい

る．前月と当月の電力需要の傾向が異なっている場合，本来代表世帯とし

て選定すべき世帯を選定できていない可能性がある． 

(2) 1 次回帰式や時間帯別比率の算出方法 

前日の需要特性を用いて算出した 1 次回帰式や時間帯別比率が推定対象

日の代表世帯の電力需要と全世帯の電力需要との関係を表していない可

能性がある． 

(3) 参照日の設定方法 

推定対象日と同じ曜日の直近日を 1 次回帰式や時間帯別比率を算出する

際の参照日としているが，推定対象日と参照日において，代表世帯の電力

需要と全世帯の電力需要との関係が異なっている可能性がある． 

(4) 手法の選択方法 

日別 MAE が小さい手法は日々異なっていた．そこで一年を通して一つの

手法で予測するのではなく，Method 2 および Method 3 を組み合わせるこ

とで予測精度を向上できる可能性がある． 
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6.4.2 代表世帯選定結果の検証 

図 6-5 および図 6-6 に，代表世帯として選定された順に，各世帯の当月の電

力需要を用いて 6.1 式により算出した MAE を示す（図中，青線）．同図には，

当月の電力需要を用いて 6.1 式により算出した MAE について小さい順に並べた

（＝本来代表世帯として選定される順に並べた）際の各世帯の MAE も併せて示

す（図中，赤線）． 

同図より，例えば図 6-5 (b)の 9 月など，冬期（11 月～3 月）以外においては，

前月の電力需要を用いて 6.1 式により算出された MAE を基に代表世帯を選定し

ても，当月の電力需要を用いて 6.1 式により算出した MAE で昇順に並べた場合

の結果と大きくは変わらなかった．一方で，図 6-5 (e)の 12 月などの冬期（11

月～3 月）については，当月の電力需要を用いて 6.1 式により算出した MAE の

ばらつきが大きく，100 世帯前後にも MAE の大きな世帯がある．ただし，本論

文で対象とする代表世帯数 50 世帯程度までに限定した例として図 6-7(a)に 9 月，

(b)に 12 月の結果の拡大図を示す．同図より，9 月も 12 月についても，前月の電

力需要を用いて 6.1 式により算出した MAE で昇順に並べた場合と，当月の電力

需要を用いて 6.1 式により算出した MAE で昇順に並べた場合の結果は，一部

MAE のおおきな世帯も含まれているが，概ね一致していることが確認できる． 
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(a) 8 月             (b) 9 月 

  
(c) 10 月             (d) 11 月 

  
(e) 12 月             (f) 1 月 

図 6-5 各月の代表世帯の選定状況 (1) 

 

 

 

0

50

100

150

200
1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1

4
5
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数

0

50

100

150

200

1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数

0

50

100

150

200

1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1

4
5
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数

0

50

100

150

200

1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1

4
5
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数

0

50

100

150

200

1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1

4
5
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数

0

50

100

150

200

1

5
1

1
0
1

1
5
1

2
0
1

2
5
1

3
0
1

3
5
1

4
0
1

4
5
1日

別
M

A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

世帯数



128 

 

 

  
(a) 2 月             (b) 3 月 

  
(c) 4 月             (d) 5 月 

  
 (e) 6 月             (f) 7 月 

図 6-6 各月の代表世帯の選定状況 (2) 
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(a) 9 月             (b) 12 月 

図 6-7 各月の代表世帯の選定状況（50 世帯までを拡大） 

 

 

6.4.3 1 次回帰式の検証 

図 6-8 (a)に 23013/3/8 の Method 2 の予測結果を，図 6-8 (b)に同日の代表世帯

の平均電力需要と全世帯の平均電力需要の関係を示す．また，各図には，当日

の代表世帯と全世帯の平均電力需要の関係を用いて算出した 1 次回帰式（＝本

来用いるべきであった回帰式）とその式を用いた場合の予測結果を橙線で示す．

なお，同日の日別 MAE は 6.6%であり，Method 2 の日別 MAE の年平均値とほぼ

等しい．同図より，参照日の電力需要を用いて算出した 1 次回帰式でも当日の

電力需要の関係を概ね表せていることが分かる．日別 MAE が大きい日を除いて

は，大半の日で同様の結果となっていた．同日においては，もし最適な 1 次回

帰式，つまり当日の代表世帯と全世帯の電力需要を用いて算出した 1 次回帰式

を用いて予測を行ったとしても，日別 MAE は 5.4%とあまり改善されなかった．

したがって，大幅に日別 MAE を低減させるためには，電力需要の大きい場合と

小さい場合の 2 ケースに分けて 1 次回帰式を算出するなど，他の予測の方法を

検討する必要がある． 
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(a) 2013/3/8 の予測結果 

 

 

(b) 2013/3/8 の代表世帯の平均電力需要と全世帯の平均電力需要との関係 

 

図 6-8 2013/3/8 の Method 2 の予測結果 

  

0

200

400

600

800

1000

1200

0:00 4:00 8:00 12:00 16:00 20:00

電
力

需
要

[
W

h
/
h
]

時刻

電力需要

Method 2

最適な近似式

0

200

400

600

800

1000

1200

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
0
0
0

1
2
0
0

全
世

帯
の

平
均

電
力

需
要

[
W

h
/
h
]

代表世帯の平均電力需要

[Wh/h]

Method 2
最適な近似式
電力需要



131 

 

6.4.4 時間帯別需要比率の検証 

図 6-9 (a)に 2013/5/11 の Method 3 の予測結果を示す．また，図 6-9 (b)に同日

の代表世帯の平均電力需要と全世帯の平均電力需要の関係を示す．同日の日別

MAE は 6.5%であり，Method 3 の日別 MAE の年平均値とほぼ等しい． 

同図より，参照日の電力需要を用いて算出した各時間帯の電力需要の比率は

当日の電力需要の関係を概ね表せていることが分かる．日別 MAE が大きい日を

除いては，大半の日で同様の結果となっていた．したがって，大幅に日別 MAE

を低減させるためには，各時間帯の電力需要を比率について，参照日のみの全

世帯の電力需要と代表世帯の電力需要との関係を用いるのではなく，直近の複

数の日を参照日として予測を行うなど，他の方法を検討する必要がある． 
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(a) 2013/5/11 の予測結果 

 

 

(b) 2013/5/11 の代表世帯の平均電力需要と全世帯の平均電力需要 

 

図 6-9 2013/5/11 の Method 2 の予測結果 
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6.4.5 参照日の検証 

図 6-10 に最も日別 MAE の大きかった 2013/3/9 の電力需要と Method 2 と

Method 3 の予測結果を示す．同図より，当日リアルタイムで計測した代表世帯

の平均電力需要を用いて予測した値は，実際の全世帯の平均電力需要よりも一

日を通して大きかった．これは，1 次回帰式や時間帯別の比率を算出する参照日

の日の最低気温が 3.7℃であったのに対し，当日の日最低気温は 11.6℃であった

ことが原因と考えられる．参照日と当日における最低気温が大きく異なったこ

とで，暖房需要が小さくなるなど需要特性が変化し，代表世帯の電力需要と全

世帯の電力需要との関係が崩れてしまったためと考えられる． 

 

 
図 6-10 2013/3/9 の予測結果 
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図 6-11(a)に Method 2，(b)に Method 3 の日別 MAE と，予測対象日に対する参

照日の気温差との関係を示す．同図より，予測対象日と気温が±5℃以上あると

日別 MAE が 10%以上になっている日が見られる．この理由から，参照日につい

て予測対象日と似たような気温の日を選定することで予測誤差が低減できるこ

とが期待できる．そこで，予報気温が曜日を考慮した直近日の実績気温からか

ら 5℃以上変化した際には，直近で予報気温と同じ気温の日を参照日とするよう

に変更する． 

 

 

(a) Method2 

 

(b) Method 3 

図 6-11 推定対象日に対する参照日の気温差と各手法の日別 MAE との関係 
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6.4.6 ２つの手法の組み合わせ 

前述 6.3 の通り，Method 2 と Method 3 を比較した場合，最適な予測手法は日々

異なっていた．図 6-12 に各手法の日別 MAE の月平均値を示す．同図より，

Method 2 は冬期以外の時期では Method 3 と日別 MAE の月平均値がほぼ同じ，

または小さい傾向にある．冬期は 1 日の中でも電力需要の変動が激しいため，

一日を通して一つの 1 次回帰式で代表世帯の電力需要と全世帯の電力需要との

関係を表現するMethod 2よりも時間帯別にそれらの関係を表すMethod 3の方が

予測精度は良かったと考えられる． 

上記の結果より，冬期(12 月～3 月)については，Method 3 を選択し，それ以外

の時期については Method 2 を選択する． 

 

 

図 6-12 各手法の日別 MAE の月平均値 

 

  

0

2

4

6

8

10

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

日
別

M
A
E
の

月
平

均
値

[
%
]

Method 2 Method 3



136 

 

6.4.7 提案モデルの改善結果 

前述 6.4.5 および 6.4.6 の改善策を組み合わせた予測手法を Method 4 と定義す

る．また，本節では，Method 2 および Method 3 と Method 4 とを比較することで

提案モデルの改善結果を確認する．図 6-13 に Method 3 および Method 4 の日別

MAE を示す．同図より，Method 4 では日別 MAE が 15%以上の日がなくなり，

日別 MAE が 10%以上の日も Method 3 と比較して低減できている．したがって，

Method 4 を適用することで，大きく予測を外す日を回避することができると考

えられる．一方で，Method 4 は Method 3 と比較して 58%の日（211 日／363 日）

について，日別 MAE を低減することはできなかった．ただし，それらの日にお

いて日別 MAE は既に 5～8%程度と十分に小さい．Method 4 では 86%の日（312

日／363 日）において日別 MAE が 8%以下であった．図 6-14 に 2012/12/19 の

Method 4 の予測結果を示す．同日の日別 MAE は 8.1%であった．同図より，全

世帯の平均電力需要と Method 4 の予測結果は概ね一致している．もし，これ以

上の精度向上を行おうとする場合には，天候などの他の情報を取り入れたり，

代表世帯数を増やしたりすることが考えられる．しかしながら，扱うデータ量

を増やすことは，少数の代表世帯の電力需要データを用いて全世帯の電力需要

を予測するという本モデルの特徴を損なってしまうため，慎重に検討する必要

である． 

本節で検討した改善の結果として，Method 4 の日別 MAE の年平均値は 6.3%

であり，Method 2 の 6.5%から若干改善された． 

 



137 

 

 

図 6-13 各手法の日別 MAE 

 

 
図 6-14 2012/12/19 の予測結果 
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6.5 1 時間先電力需要予測への適用 

6.5.1 1 時間先電力需要予測モデルの概要 

本節の検討では，図 6-15 の状況を想定する． 

(1) Method 4 を用いて当日リアルタイムで少数の代表世帯の電力需要を計測

し，全世帯の電力需要を予測する． 

(2) (1)の値を用いて，1 時間先の電力需要予測し，翌日電力需要予測の予測値

を補正する． 

 

 

図 6-15 1 時間先電力需要予測モデルの概要 

 

なお，本論文においては，1 時間先予測については，翌日電力需要予測の電力

需要パターンを利用して式 6.3により 1時間先電力需要予測値を算出する簡易的

な手法について検討した． 

𝑃𝑜ℎ𝑓(𝑡) =  
𝑃𝑑𝑎𝑓(𝑡)

𝑃𝑑𝑎𝑓(𝑡−1)
 ×  𝑃𝑒𝑠𝑡(𝑡 − 1) [𝑊]     (6.3) 

ここで，t は予測対象時刻を，t-1 は予測対象時間の 1 時間前を， 𝑃𝑜ℎ𝑓(𝑡)は 1

時間先の電力需要予測値を，𝑃𝑑𝑎𝑓(𝑡)は翌日電力需要予測値を， 𝑃𝑒𝑠𝑡(𝑡)は当日リ

アルタイムに計測した代表世帯の平均電力需要を用いて把握した全世帯の平均

電力需要である．なお，1 時間先電力需要予測は主な検討テーマではないため上

述のような簡易的な手法により予測を行ったが，今後 1 時間先予測についても

検討することで予測精度を更に改善することが期待される． 
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6.5.2 予測結果 

図 6-16 に Method 4 で把握した全世帯平均電力需要を利用して行った 1 時間

先電力需要予測の日別 MAE を示す．同図には当日の実測値を利用して予測した

結果も併せて示す．同図より，実測値を利用して 1 時間先予測を行っても，日

別 MAE の年平均値は 3.0%であった．前述の通り，本論文では 1 時間先電力需

要予測は主なテーマではないため簡易的な手法によって予測を行った． 1 時間

先電力需要予測については，今後本格的な検討を行うことで予測精度改善の余

地がある． 

当日推定値を利用した場合，2013/2/2 を除いて，日別 MAE が 15%を超える日

は無く，日別 MAE が 10%を超える日は年間の内 4%の日（15 日）しかなかった．

最も予測精度が悪かった 2013/2/2は1時間先予測の日別MAEは 15.5%であった．

同日は Method 4 の推定誤差が 13.3%と大きく，翌日需要予測も 7.6%の予測誤差

があった．本研究の簡易的な 1 時間先予測は両者の値を用いるため，両者の予

測結果に大きく影響される結果となった． 

 

 

図 6-16 1 時間先予測の予測結果 
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図 6-17 に翌日電力需要予測の日別 MAE（横軸）と 1 時間先予測の日別 MAE

（縦軸）との比較を示す．同図においては，季節によって凡例を分けて表示し

ている（夏期：7 月～9 月，中間期：4 月～6 月，10 月～11 月，冬期：12 月～3

月）．特に夏期や冬期などにおいて日別MAEが10%以上となる時期においては，

翌日電力需要予測の結果を当日リアルタイムに把握した電力需要と 1 時間先予

測によって補正することで，大半の日において日別 MAE を低減することができ

た．一方で，冬期においては日別 MAE の期間平均値が翌日電力需要予測では

7.8%であったのが 1 時間先予測では 7.7%に低減できたが，夏期（6.9%⇒7.0%）

や中間期（5.8%⇒6.4%）では増加していた．特に中間期においては，天候や電

力需要パターンが大きく変化しないため，翌日電力需要予測でも十分に日別

MAE は小さい．そのため，当日リアルタイムに電力需要を把握して補正する必

要はないと言える． 

本提案手法のように簡易的な手法でも，当日リアルタイムで少数の代表世帯

を計測して全世帯の電力需要を把握し，1 時間先予測によって補正することで，

翌日電力需要予測において日別MAEが10%以上に大きくなる日についても予測

誤差を低減できることが確認できた．今後，1 時間先予測の手法を改善すること

で，いずれの日においても翌日電力需要予測よりも精度が向上することが期待

される． 
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図 6-17 各予測の日別 MAE の比較 
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6.6 第 6 章のまとめ 

本章では，新規参入小売電力事業者が全世帯の電力需要をリアルタイムに把

握する際に，抽出した一部の代表世帯の電力需要を用いて全世帯の電力需要を

予測する手法について検討した．その結果，提案手法により，全体の 5～10%程

度にあたる 30 世帯の代表世帯の電力需要データをリアルタイムに収集して全世

帯の電力需要を予測したところ，第 5 章の翌日電力需要予測モデルとほぼ同程

度の予測精度が得られ，日別 MAE の年平均値 6.3%で予測できた．特に，日別

MAE が大きな日を少なくできており，年間の内 86%の日（312 日）において日

別 MAE が 8%以下であった． 

本予測モデルと簡易的な 1 時間先電力需要予測と組み合わせ，翌日電力需要

予測を補正することを試みた．その結果，2013/2/2 を除いて，日別 MAE が 15%

を超える日は無く，日別 MAE が 10%を超える日は年間の内 4%の日（15 日）に

抑えることができた．なお，日によっては日別 MAE が翌日電力需要予測よりも

大きくなっており，特に夏期や中間期では日別 MAE の期間平均値は翌日電力需

要予測よりも大きくなっていたが，それらの日は既に翌日電力需要予測の段階

で十分に日別 MAE を小さくできているため，当日補正を行う必要が無いと言え

る．第 5 章の翌日電力需要予測の検討結果より，日別 MAE が 6%程度であれば，

インバランスコストを数%程度削減できるため，本予測モデルであっても実務に

耐えうる精度で予測できていると言える． 
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第7章 総 括 

 

7.1 本論文のまとめ 

2016 年 4 月より電力小売が全面自由化され，様々なプレーヤーが家庭向けの

電力小売事業に参入し，計画値同時同量制度の下で数百～数万件単位の規模の

需要家に対して日々需給管理を行っている．新規参入電力小売事業者は，効率

的に同時同量制度を達成するために，様々な期間（月間や翌日など）における

電力需要予測を行い，需給計画を提出することが求められている．また，それ

らの計画値は，最終的なインバランス料金を回避するためになるべく精度良く

行う必要がある．その際に，新規参入電力小売事業者においては，高額な設備

投資を行うことが難しい，高度なシステム運用を担う人材が不足している，と

言った理由から，誰でも扱える簡易さで初期投資を抑えつつ，実運用に耐え得

る精度を有した電力需要予測モデルに対する高いニーズがある． 

しかしながら，これまで家庭部門は自由化されていなかったため，新規参入

電力小売事業者が容易に導入できるような電力需要予測モデルはあまり公開さ

れていない．また，新規参入電力小売事業者が新たに電力需要予測モデルを検

討しようとしても，数百世帯規模の家庭の電力需要データやその特性について

必要な情報が十分に公開されていないという課題がある． 

そこで本論文では，数百世帯規模の家庭で実測された電力需要データを分析

して電力需要特性の基礎的情報を整理し，電力需要予測などの検討に必要な情

報を提供する，また，新規参入電力小売事業者が容易に導入できるような３つ

の時間断面（月間，翌日，当日）における簡易的な予測モデルについて検討を

行った．電力システムに関する知見を有した者が，適切に電力需要特性の分析
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を行うことで良い特徴量を把握することができれば，本論文で提案する簡易的

な手法であっても実運用に耐え得る予測精度を有した電力需要予測モデルを構

築できることが期待される． 

第 2 章では，本論文で用いた①FC 設置世帯データ，②一般世帯データ，の 2

つのデータについて計測内容等の概要を示した．また 2 つのデータの月別電力

需要について比較を行い，FC 世帯データは一般世帯データよりも需要の大きな

世帯ではあるものの，一般的な多数の世帯の集合としての電力需要特性は表現

できることを確認した． 

第 3 章では，新規参入電力小売事業者が電力需要予測等の様々な検討を行え

るように数百世帯規模の平均電力需要の特性評価を行った．その結果，日平均，

最大，最小需要は日平均気温と 2 次関数により近似できる等の基礎的特性を示

すことができた．また，これまで公開されていないお盆や正月などの特異日に

おける電力需要の傾向を示した． 

なお，本論文で用いた FC 世帯データは，第 2 章および第 3 章で示した通り電

力需要の大きな世帯で計測されたデータではあるが，電力需要パターンやその

変化の傾向としては先行研究で公開されている一般的な世帯と類似しているこ

とを確認している．加えて，供給対象世帯数が増えることによるならし効果が

飽和するには十分な世帯数を対象としていることを確認している．したがって，

新規参入電力小売事業者が，数百世帯以上の世帯群を対象として電力需要予測

等を検討するにあたり必要となる基礎的な電力需要特性を示すことができた． 

第 4 章では，公開されている統計情報や，新規参入電力小売事業者がユーザ

ーとの契約情報から容易に入手できる住居形態や世帯人数等の世帯属性情報を

基に，新規参入電力小売事業者が自身の供給対象世帯の中にどのような電力需

要の傾向を持った世帯がどの程度存在するかを把握でき，供給対象世帯の合計
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の月別電力需要を簡易的に予測できるモデルを構築した．その際に，提案モデ

ルで予測する際に必要となる世帯属性（住宅種別（戸建／集合），居住地域，世

帯人数，等）の値別に月別電力需要の年変化の傾向別に分類した各グループの

割合や，各グループの月別電力需要の平均値に関して，一般世帯データを用い

て行った検討結果について示した．また，提案モデルを用いた月別電力需要予

測の一例として，一般世帯データの 1,720 世帯からランダムに 100 世帯を予測対

象として抽出し，残りの 1,620 世帯を学習用データとして月別電力需要の予測を

行った．その結果，世帯属性として住宅種別と世帯人数を用いて予測を行うこ

とで，各電力需要の傾向を持った世帯の割合を把握することができ，実運用に

耐え得る精度で月別電力需要の合計値を予測できるモデルを構築できた． 

第 5 章では，運用者が電力需要予測の根拠を直観的・定性的に理解しやすい

翌日電力需要予測モデルを構築した．本モデルを構築するにあたり，簡易的な

方法で過去の電力需要データを参照して予測するいくつかの方法を提案し，そ

れぞれの予測精度とその傾向を評価したうえで，各手法を簡易的な条件に基づ

いて組み合わせることを検討した．その結果，各時間区分の平均値を予測する

場合には，気温を基準として電力需要データの参照日を決定する方が，日付を

基準として参照日を決定するよりも予測精度が良いことが確認できた．また，

各時間区分の平均値に対する 30 分ごとの比率については，①平日／休日を考慮

した前日値，②平日／休日を考慮した過去数日の平均値，③同じ曜日の過去数

日の平均値，といった３パターンを組み合わせて予測することで予測精度が改

善できることが確認できた．更に，特異日（正月，お盆，GW），中間期（平均

気温が 20℃前後の月），雨期（6 月および 9 月），および気温が急激に変化した

日については，日付を基準として電力需要データの参照日を決定する方法に変

更することで，当該期間の予測精度を改善できていることを確認した．なお，
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本章での提案モデルにより，ある条件でのインバランスコストを供給コスト対

比で数%程度削減できることを確認している．したがって，提案モデルのような

簡易的な電力需要予測モデルであっても，実運用に耐えうる精度で予測できる

ことが確認できた． 

第 6 章では，当日リアルタイムに計測した一部の代表世帯の電力需要を用い

て全世帯の電力需要を予測する手法について検討した．その結果，提案モデル

により，全世帯の 5～10%程度にあたる 30 世帯の代表世帯のデータを収集して

全世帯の電力需要を予測したところ，第 5 章で提案した翌日電力需要予測モデ

ルと同程度の精度で予測することができた．翌日電力需要予測モデルの予測値

と比較すると，特に予測誤差が大きな日を少なくできており，年間の内 86%の

日（312 日）において日別平均絶対誤差(MAE)が 8%以下であった．また，本モ

デルと簡易的な 1 時間先予測を組み合わせることで翌日電力需要予測値を補正

することを試みた．その結果，特に予測誤差の大きかった日の予測値を補正す

ることができ，日別 MAE が 10%を超える日は年間の内 4%の日（15 日）に抑え

ることができた．したがって，提案モデルのように全世帯の電力需要を収集す

るのではなく，一部の代表世帯の電力需要を用いて全世帯の電力需要を予測し

た場合でも，実運用に耐えうる精度で需給状況を予測できる可能性がある． 

以上の通り，電力システムに関する知見を有した者が適切に電力需要特性を

分析することで良い特徴量を把握することができれば，本論文で提案するよう

な簡易的な手法であっても実運用に耐え得る予測精度で各時間断面（月別，翌

日，当日）の電力需要を予測できるモデルを構築することができた． 
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7.2 今後の課題 

各章の提案モデルについて，今後の検討課題を以下に示す． 

第 3 章においては，3.5 節で示した対象世帯数が変化した際の電力需要特性の

変化について，本論文では日代表値での検討に留まっていることから，時間帯

別の電力需要特性等についても検討が必要である． 

第 4 章においては，今回検討した世帯属性（住宅種別（戸建／集合），居住地

域，世帯人数，等）の値別に月別電力需要の年変化の傾向別に分類した各グル

ープの割合や，各グループの月別電力需要の平均値に関して，関東圏に居住し

た世帯を対象とした一般世帯データを用いて検討を行った．そのため，本検討

結果によって他地域や偏った属性を持った世帯群に対して同様に予測できるか

検証が必要であり，さらに汎用的なモデルとするために日本全国を対象に需要

データを取得し評価を行う必要がある．また，月別電力需要の予測モデルにお

いては，消費電力の傾向によって世帯を分類する際の基準について，適切な分

類の数や分類の閾値について検証が必要である．各電力需要の傾向別のグルー

プの割合を適切に推定するために，各グループの割合を求める属性の種類や数

については検討が必要である．加えて，複数の属性を用いる際の各属性の重み

についても検討が必要である．さらには，新規参入電力小売事業者が詳細な事

業計画を検討するためには，各季節での 1 日の中の時間変動を予測するモデル

が必要となるため，提案モデルを拡張していくことも求められる． 

第 5 章においては，今後は，予測誤差が大きかった日について個別の改善策

を検討する必要がある．例えば，特異日の予測において記載したように，経年

の電力需要データを得られた際に，前年の同時期・同日の電力需要の傾向等を

踏まえて予測を行うなど，予測も出るの更なる改善を図ることが求められる．
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また，他の需要データで予測を行うなど，予測モデルの汎用性についても検証

を行う必要がある． 

第 6 章については，今回主題としなかった 1 時間先予測について，過去の電

力需要の変化の傾向や気象情報などを予測に組み込むこと点などについて検討

が必要である． 

また，本論文で提案したような，①少ないデータと簡易的な手法で予測する

場合と，②多量の情報等を用いて機械学習等により多量の計算結果から予測す

る場合，との定量的な比較を行えていない．今後，両手法の比較や，②の手法

と本研究の知見を融合することで，更に予測モデルを発展できる可能性が考え

られる．例えば，今回の検討では含めていないが比較的簡易的に取得できそう

な気象情報（湿度，不快指数，等）を増やしたり，各手法の組み合わせについ

てルールを増やしたりすることなどが考えられる．それらの検討は今後の課題

としたい． 

なお，本論文で課題として挙げた通り，研究開発分野で検討されている技術

と，実務分野で用いられている技術とでは，実用面において大きな開きが存在

する場合がある．ある技術を実務で利用する際には，各社の方針や担当者の技

術レベルなど様々な要因から，良い技術であってもすぐに適用できないことも

ある．両者が歩み寄り人材交流等を図ることなどで，それらの乖離が少しずつ

解消されることを期待したい．加えて，家庭の電力需要データは個人情報保護

やセキュリティの問題から公開が難しいデータではあるが，実測データを用い

なければ，前述のような乖離を招いてしまう可能性もある．経済産業省の主導

で行われていた大規模 HEMS 情報基盤整備事業[1]などを通じて，家庭の電力需

要データの共有が進むことを期待とともに，そのための技術（データの匿名化

や一般化技術など）の検討を研究開発分野に期待したい．  
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